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はじめに 
 

このたび、平成 29 年度に策定されました備前市高齢者保健福祉計画・備前市

第７期介護保険事業計画の見直しを行い、令和３年度から令和５年度までの 3 年

間における本市の介護保険サービスの基盤整備や高齢者福祉施策の方向性を示す

「備前市高齢者保健福祉計画・備前市第８期介護保険事業計画」を策定いたしま

した。 

介護保険制度は創設から２０年が経ち、要介護認定を受けた高齢者の増加とと

もに介護サービスの提供基盤も整備され、高齢者を社会全体で支える制度として

定着してまいりました。今後、総人口、現役世代人口が減少する中で、後期高齢

者の増加に伴う高齢者の単独世帯や夫婦のみの世帯の増加、認知症の人の増加が

見込まれるなど、様々な支援を必要とする高齢者への対応や地域の高齢者を支え

る担い手の確保が課題となっています。 

本計画は、高齢者が住み慣れた地域の中で安心して暮らし続けることができる

よう「地域包括ケアシステム」の構築・深化に向けた取組や、多様な主体が「我

が事」として参加する「地域共生社会」の実現に向けた取組を盛り込んでおりま

す。 

高齢者が地域の一員として社会とのつながりを感じながら、健康的で意欲的な

生活が送れるよう、また、支援が必要な状態となっても、住み慣れた地域で自分

らしく暮らしていくことができるような地域づくりを目指し、取り組んでまいり

ます。さらに、適切な認定と真に必要とされるサービスが適切に提供できる体制

を推進し、介護保険制度が将来にわたり安定した運営がなされるように努めてま

いる所存です。 

おわりに、本計画の策定にあたり、アンケート調査にご協力いただきました多

くの市民の皆様をはじめ、貴重なご意見、ご提言を賜りました備前市介護保険事

業計画等策定委員会委員及び関係者の皆様方に心から御礼を申し上げるとともに、

本計画の推進に向けて一層のご理解とご協力をお願いいたします。 

 

    令和３年３月  

備前市長          
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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

国の方針 

国の高齢化率※は、昭和 45 年に７％を超えて高齢化社会となり、平成６年には 14％を超えて高

齢社会に、平成 19 年には 21％を超えて超高齢社会となりました。高齢化率はその後も上昇を続

け、平成 30 年 10 月１日時点で、28.1％となっています。また、平成 29 年４月に国立社会保

障・人口問題研究所が公表した「日本の将来推計人口」によれば、高齢化率は今後も上昇を続け、

令和 18 年には 33.3％と、３人に１人が高齢者になると見込まれています。 

現在国では、医療、福祉などの分野において、高齢者の増加に伴う需要の増加や社会保障費の増

大、人手不足などの問題に対応することが課題となっています。また、地域社会においても高齢者

を取り巻く様々な問題が表出しています。認知症※を持つ高齢者への対応、高齢者のみ世帯の生活

不安の解消、免許返納後の交通弱者への対応、ダブルケア※や介護離職に追い込まれないための介

護者への支援、そして全国各地で発生する大規模災害や新型インフルエンザや新型コロナウイルス

感染症をはじめとする新興感染症への対応など、高齢者を地域・社会で支える仕組みづくりが急務

となっています。そのため、令和７年をめどに、高齢者が健康寿命を延伸しながら可能な限り住み

慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域の包括的な支援・

サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築及び深化・推進に取り組んでいます。 

さらに、高齢者が生きがいを持って、住み慣れた地域で安心して暮らし続けていくためには、「地

域共生社会」の実現も欠かすことができません。そのためには、「支え手」や「受け手」という考え

方ではなく、多様な主体が地域福祉の推進に「我が事」として参加するとともに、公的支援を分野

横断的に対応する「丸ごと」の支援へと転換していくことが求められています。 

 

本市の方針 

本市では、平成 30 年度から令和２年度を計画期間とする「備前市高齢者保健福祉計画・備前市

第７期介護保険事業計画」において「誰もがいつまでも安心して暮らせるまち」を基本理念として、

高齢者保健福祉及び介護保険事業を推進してきました。高齢化率が令和２年時点で 38.7％と、国

の平均を大きく上回り、既に３人に１人以上が高齢者となっている本市にとって、高齢者が住み慣

れた地域で、自分らしい暮らしを続けることができるようなまちづくりを進めていくことは喫緊の

課題です。 

そこで、地域包括ケアシステムの更なる推進や地域共生社会の実現に向けて、地域の現状や課題

を見直し、本市の高齢者保健福祉・介護保険事業推進の指針となる「備前市高齢者保健福祉計画・

備前市第８期介護保険事業計画」を新たに策定します。 
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２ 計画の位置づけ 

高齢者保健福祉計画は老人福祉法第 20 条の８に、介護保険事業計画は介護保険法第 117 条に

基づき、高齢者保健福祉計画と介護保険事業計画とを一体に策定するものです。 

本計画は、本市の最上位計画である「第３次備前市総合計画※」の高齢者分野の個別計画として

位置づけられており、「ずっと生き粋（いきいき） 安心して暮らせるまち びぜん」を目指して策

定するものです。また、本計画は地域福祉計画において他の個別計画と地域福祉充実の理念を共有

し、整合を確保します。さらに、県の「岡山県高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画」とも

整合を確保します。 

 

図表 計画の位置づけ 

 
 

３ 計画の期間 

本計画の計画期間は令和３年度から令和５年度までの３年間とします。 

 

図表 本計画と主な関連計画の期間

  

 

年度 H30 H31／R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

計画名 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

障がい者計画

障がい福祉計画

障がい児福祉計画

備前市総合計画

備前市地域福祉計画・地域福祉活動計画

備前市国民健康保険データヘルス計画

第７期計画
（2018年～2020年）

第８期〈本計画〉
（2021年～2023年）

第３期
（2018年～2023年）

第１期
（2018年～2020年）

第６期
（2021年～2023年）

健康びぜん21・食育推進計画
備前市自殺対策計画

備前市国民健康保険特定健康診査等実施計画

備前市子ども・子育て支援事業計画
前期計画
（～2019年）

現計画
（2020年～2024年）

備前市障がい者計画

備前市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

第５期
（2018年～2020年）

第２期
（2021年～2023年）

現計画
（2018年～2022年）

次期計画
（2023年～）

第９期
（2024年～2026年）

第４期
（2024年～2029年）

第７期
（2024年～2026年）

第３期
（2024年～2026年）

第２次備前市総合計画
（2013年～2020年）

第３次備前市総合計画
（2021年～）

次期計画
（2025年～2029年）

第３次
（2024年～）

第４期
（2024年～）

第３期
（2023年～）

第３期
（2018年～2023年）

第２期
（2018年～2023年）

第２次（2018年度中間評価・改定、自殺対策計画策定）
（2014年～2023年）
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４ 介護保険制度の改正内容 

介護保険制度※は、計画期間に合わせて３年ごとに大きな見直しが行われます。本計画は、こう

した制度改正とも整合を図りながら策定します。 
 

項目 内容 

① 介護予防※・健康づくり

の推進（一般介護予防

事業等の推進） 

 住民主体の通いの場の取組を一層推進する。 

 より効果的に総合事業※を推進し、地域のつながり機能を強化する。 

 介護支援専門員（ケアマネジャー）※がその役割を効果的に果たしなが

ら質の高いケアマネジメント※を実現できる環境を整備する。 

② 保険者機能の強化  市町村は予防・健康づくりの取組等を通じて地域のつながりを強化し、

機能強化を図る。 

 自立支援・重度化防止等に向けた取組は、保険者機能強化推進交付

金の評価も活用しながらＰＤＣＡサイクルに沿って実施する。 

③ 地域包括ケアシステム

の推進 

 増加するニーズに対応すべく、地域包括支援センター※の機能や体制

を強化する。 

 高齢者人口や介護サービスのニーズを中長期的に見据え、地域の特

性を踏まえながら計画的に介護サービス基盤の整備を進める。 

 高齢者向け住まいの整備状況を踏まえながら介護保険事業計画を策

定する。 

 高齢者向け住宅の質を確保し、地域に開かれた透明性のある事業運

営につなげる。また、住まいと生活の支援を一体的に実施する。 

 介護サービス基盤の整備にあたっては、地域医療構想等との整合を

図りながら進めていく。 

 中重度の医療ニーズや看取りに対応する居宅サービス※の充実を図

る。 

 リハビリテーションの適時適切な提供を図り、取組を充実させる。 

 介護老人保健施設については、在宅復帰・在宅療養支援の機能を推

進する。 

④ 認知症施策の総合的な

推進 

 認知症施策推進大綱※に沿って、具体的な施策を推進する。 

 認知症施策の推進計画は介護保険事業計画との一体的な策定を図

る。 

 「共生」・「予防」の取組を推進し、早期発見・早期対応に向けて体制の

質の向上、連携の強化を図る。家族への支援も推進する。 

⑤ 持続可能な制度の構

築・介護現場の革新 

 新規人材の確保・離職の防止の双方の観点から総合的な人材確保対

策を推進する。 

 関係者の協働の下、介護人材の確保や生産性向上の取組について

地域の実情に応じた体制整備を図り、取組を記載した介護保険事業

計画に基づき計画的に進める。 
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第２章 高齢者の現状と課題 

１ 人口等 

（１）総人口及び３区分別人口構成比の推移 

本市の総人口は減少傾向で推移しており、令和２年の総人口は平成 28 年から 2,252 人減少し

て 33,609 人となっています。将来人口推計では、令和 12 年には総人口は 30,000 人を割り

込み、令和 22 年には 25,424 人になると見込まれています。 

平成 28 年から年少人口（０～14 歳）と生産年齢人口（15～64歳）の割合はわずかに減少傾

向に、老年人口（65歳以上）の割合は増加傾向にあり、令和２年は年少人口が 9.0％、生産年齢

人口が 52.2％、老年人口が 38.7％となっています。令和 22 年には年少人口は 8.2%、生産年

齢人口は 49.2%まで減少し、老年人口は 42.6%まで増加すると見込まれています。 

 

図表 総人口の推移

 
 

図表 年齢３区分別人口構成比の推移

 
出典：（平成 28年～令和２年）備前市「住民基本台帳」、（令和３年～）住民基本台帳平成 28 年か

ら令和元年各年９月末時点（令和２年のみ３月末）を基準に、コーホート変化率法による推計  

35,861 35,266 34,760 34,168 33,609 33,565 33,162 32,750 31,933 
29,769 

27,553 
25,424 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

（人） 推計

9.6% 9.5% 9.3% 9.3% 9.0% 9.2% 9.1% 9.1% 9.2% 9.0% 8.8% 8.2%

54.0%
53.4% 52.9% 52.5% 52.2% 52.1% 52.0% 51.9% 51.3% 50.8% 50.2% 49.2%

36.4% 37.1% 37.8% 38.2% 38.7% 38.7% 38.8% 39.0% 39.5% 40.2% 41.0% 42.6%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

0～14歳 15～64歳 65歳以上

推計



5 

（２）人口ピラミッド 

本市の現在の人口構成を見ると、70 歳代の人口が最も多くなっています。44 歳以下の人口は

男女共に 1,000人以下となっており、若年層になるほど人口が減少する傾向にあります。 

 

図表 人口ピラミッド 

 
出典：備前市「住民基本台帳」（令和２年９月末時点） 

 

（３）高齢化率の推移 

本市における高齢化率は、平成 27 年から令和元年まで上昇傾向にあります。高齢化率を全国・

岡山県と比較すると、平成 27 年から令和元年まで一貫して本市が全国・岡山県よりも高くなっ

ており、令和元年は全国の高齢化率が 27.6%、岡山県の高齢化率が 29.5%であるのに対して、

備前市の高齢化率は 37.6%となっています。 

 

図表 県・国と比較した高齢化率の推移 

 
出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」  
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（４）前期・後期高齢者人口の推移 

平成 28 年から令和２年までの高齢者人口（65歳以上）の内訳の推移を見ると、前期高齢者人

口（65 歳～74 歳）は減少傾向にあり、令和２年に 5,749 人となっています。後期高齢者（75

歳以上）は増加傾向にあり、令和２年は 7,261人となっています。令和７年以降は前期高齢者人

口も後期高齢者人口も減少傾向で推移していくと見込まれます。 

 

図表 前期・後期高齢者人口の推移

 
出典：（平成 28年～令和２年）備前市「住民基本台帳」、（令和３年～）住民基本台帳平成 28 年か

ら令和元年各年９月末時点（令和２年のみ３月末）を基準に、コーホート変化率法による推計 

 

（５）高齢者世帯の状況 

高齢単身世帯数及び高齢夫婦世帯数は、平成７年から平成27年まで増加傾向で推移しており、

平成 27 年は 4,582世帯となっています。一般世帯に対する高齢者のみ世帯の割合も平成７年か

ら平成 27 年まで上昇しており、平成 27 年は 33.1%となっています。 

 

図表 高齢者世帯の状況

 
出典：総務省「国勢調査」  
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（６）要介護認定率の推移 

本市における要介護認定率※の推移を見ると平成28年から平成30年にかけて低下しているも

のの、おおむね 17％前後で推移しています。岡山県の要介護認定率、全国の要介護認定率に比べ

ると本市の認定率は一貫して低くなっています。 

 

図表 要介護認定率の推移（第１号被保険者※） 

 
出典：（平成 28～29 年）厚生労働省「介護保険事業状況報告 年報」 

（平成 30～令和元年）厚生労働省「介護保険事業状況報告 月報」（各年３月分） 

（令和２年）厚生労働省「介護保険事業状況報告 月報」（１月分） 

 

（７）要介護認定者数内訳の推移 

また、本市の要介護認定者数内訳の推移を見ると、どの年においても要介護１の人数が最も多

く、次いで要支援１の人数が多くなっています。 

 

図表 要介護認定者数内訳の推移（第１号被保険者）

 
出典：（平成 28年～令和元年）厚生労働省「介護保険事業状況報告書 月報」（各年９月分） 

（令和２年）厚生労働省「介護保険事業状況報告書 月報」（令和２年１月分）  
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（８）年齢階級別要介護者の内訳 

年齢階級別要介護者の内訳を見ると、65～69 歳から 80～84 歳までは年齢階級が上がると要

介護１以下の割合が増加し、要介護３以上の割合は減少しています。一方で 85 歳～89 歳、90

歳以上では、要介護１以下の割合は減少に転じ、要介護３以上の割合が増加に転じています。90

歳以上では要介護３以上の割合が 42.7％となっています。 

 

図表 年齢階級別要介護者の内訳（第１号被保険者）

 

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告書 月報」（令和２年１月分） 
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２ 日常生活圏域ごとの状況 

（１）本市における日常生活圏域の設定 

本市では、高齢者が住み慣れた地域で安心して自分らしい暮らしを続けることができるよう、

一層の医療・保健福祉分野の連携や介護保険サービスの充実を目指し、地理的条件、旧市町の区

分、人口、交通事情を踏まえて日常生活圏域※を設定します。 

日常生活圏域は、本市の現状を踏まえ、前計画と同様に備前南圏域・備前東圏域・備前北圏域の

３圏域とします。 

 

圏域名 該当地域名 

備前南圏域 西鶴山・香登・伊部・片上・伊里（穂浪を除く）・東鶴山 

備前東圏域 伊里（穂浪）・日生 

備前北圏域 三石・吉永 
 

（２）圏域別人口等 

本市の圏域別人口を見ると、高齢者数は備前南圏域が最も多くなっていますが、高齢化率は備

前東圏域が最も高くなっています。 

 

圏域名 面積 人口 高齢者数 高齢化率 

備前南圏域 90.71 ㎢ 17,847 人 6,632 人 37.2％ 

備前東圏域 42.85 ㎢ 9,182 人 3,783 人 41.2％ 

備前北圏域 124.68 ㎢ 6,580 人 2,595 人 39.4％ 

合計 258.24 ㎢ 33,609 人 13,010 人  

 

図表 圏域別高齢化率の推移

 
出典：備前市「住民基本台帳」（各年９月末時点）  
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（３）日常生活圏域ごとの介護保険サービス事業者等の状況 

市内の日常生活圏域ごとの介護保険サービス事業者等の配置状況は、以下のマップのとおりで

す。 

 

図表 市内の介護保険サービス事業者等の配置マップ 

 

出典：備前市（令和２年 12 月１日時点） 
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図表  介護保険サービス事業者等の一覧 

  

サービス区分 № 事業所名 サービス区分 № 事業所名

④ 備前市社会福祉協議会訪問介護事業所 ① 備前市特別養護老人ホーム大ケ池荘

⑨ わかくさ訪問介護ステーション ⑲ 特別養護老人ホーム備前多聞荘

⑫ ニチイケアセンター備前 ㊱ 特別養護老人ホーム亀楽荘

⑬ サンキ・ウェルビィ介護センター備前 ㊶ 特別養護老人ホーム深谷荘

㉙ 備前市社会福祉協議会日生訪問介護事業所 ② 備前市介護老人保健施設備前さつき苑

㉝ 訪問介護事業所えみのわ備前 ⑭ 介護老人保健施設備前閑谷苑

㊴ 備前市社会福祉協議会よしながホームヘルパーステーション

訪問入浴介護 ⑬ サンキ・ウェルビィ介護センター備前 サービス区分 № 事業所名

③ 備前市訪問看護ステーション ⑥ グループホームいやしの家（１・２）

⑨ わかくさ訪問看護ステーション ⑦ グループホームあいあい伊部

③ 備前市訪問看護ステーション ⑰ グループホームともゆきの家

⑨ わかくさ訪問看護ステーション ㉚ グループホームふる里の家

⑭ 備前閑谷苑訪問リハビリテーション事業所 ㉛ グループホームあいあい

㉟ 吉永病院 ㊲ グループホーム青い鳥１・青い鳥２

① 備前市デイサービスセンター大ケ池荘 ⑯ 小規模多機能ホームともゆきの家

⑫ ニチイケアセンター備前 ⑳ 小規模多機能型居宅介護いやしの里

㉒ ザクスタ備前 ㊵ 小規模多機能ホームもみじの家

㉔ リハビリ特化型デイサービスカラダラボ備前 ⑮ 特別養護老人ホーム悠の里

㉗ デイサービスセンターこうら荘 ㉓ 特別養護老人ホームいやしの杜備前

㊳ 備前市デイサービスセンターしらうめ荘 ㉘ 特別養護老人ホームあおさぎ

㊶ デイサービスセンターバンビ ㊵ 特別養護老人ホーム紅葉川荘

② 備前市介護老人保健施設備前さつき苑 ㊶ 特別養護老人ホーム深谷荘

⑨ 草加病院通所リハビリテーション ⑤ デイサービスさくらホーム備前

⑭ 介護老人保健施設備前閑谷苑通所リハビリテーション ⑧ デイサービス一期一会伊部

㉟ 吉永病院デイケアセンター ⑪ デイサービスはるかぜ

① 備前市特別養護老人ホーム大ケ池荘 ㉑ 峠の家デイサービスセンター

⑮ 特別養護老人ホーム悠の里 ㉖ デイサービスコンフォールひなせ

⑱ 備前市養護老人ホーム蕃山荘 ㉚ デイサービスふる里

⑲ 特別養護老人ホーム備前多聞荘 ㉜ デイサービスほほ笑み

㉓ 特別養護老人ホームいやしの杜備前

㉖ 介護付き有料老人ホームコンフォールひなせ

㉘ 特別養護老人ホームあおさぎ

㊱ 特別養護老人ホーム亀楽荘

㊵ 特別養護老人ホーム紅葉川荘

㊶ 特別養護老人ホーム深谷荘

② 備前市介護老人保健施設備前さつき苑

⑭ 介護老人保健施設備前閑谷苑

① 大ケ池荘居宅介護支援事業所

② 備前市さつき苑指定居宅介護支援事業所

④ 備前市社会福祉協議会居宅介護支援事業所

⑩ わかくさ居宅介護支援事業所

⑬ サンキ・ウェルビィ居宅介護センター備前

⑭ 備前閑谷苑指定居宅介護支援事業所

⑯ 小規模多機能型居宅介護ともゆきの家

⑳ 小規模多機能型居宅介護いやしの里

㉘ あおさぎ居宅介護支援事業所

㉙ 備前市社会福祉協議会日生居宅介護支援事業所

㉞ さざなみうららか生活介護のなんでも相談

㉟ 備前市吉永居宅介護支援事業所

㊵ 紅葉川荘居宅介護支援事業所

㊶ 深谷荘居宅介護支援事業所

福祉用具 ㉕ 株式会社川崎商会備前店

⑱ 備前市養護老人ホーム蕃山荘
⑳ 介護付有料老人ホームいやしの里
㉖ 介護付有料老人ホームコンフォールひなせ
㉘ 軽費老人ホームケアハウスあおさぎ
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出典：備前市（令和２年 12 月１日時点） 
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（４）老人クラブ・高齢者通いの場への参加状況 

老人クラブは現在市内に 73 クラブあり、4,254 人が参加しています。参加率を圏域別に見る

と、備前東圏域が 37.2％と最も高く、備前北圏域が 26.0%と最も低くなっています。また、高

齢者通いの場は市内に 142 箇所あり、2,091 人が参加しています。参加率を圏域別に見ると備

前南圏域が 17.6%と最も高く、備前東圏域が 10.3％と最も低くなっています。 

 

圏域名 
老人クラブ 高齢者通いの場 

数 参加人数 参加率 数 参加人数 参加率 

備前南圏域 34 クラブ 2,170 人 32.5％ 87 箇所 1,174 人 17.6％ 

備前東圏域 26 クラブ 1,410 人 37.2％ 25 箇所 391 人 10.3％ 

備前北圏域 13 クラブ 674 人 26.0％ 30 箇所 391 人 15.1％ 

合計 73 クラブ 4,254 人 32.6％ 142 箇所  2,091 人 16.0％ 

出典：備前市介護福祉課・地域福祉連携課調べ（令和２年４月時点） 

 

（５）民生委員の配置人数 

地域住民の相談・支援を行う民生委員は、市内に 129 人います。３圏域の中では備前南圏域の

配置人数が 61 人と最も多くなっていますが、人口 100 人あたりの民生委員の人数では、備前北

圏域の 0.50 人が最も多くなっています。 

 

圏域名 民生委員の配置人数 人口 100 人あたりの民生委員の人数 

備前南圏域 61 人 0.34 人 

備前東圏域 35 人 0.38 人 

備前北圏域 33 人 0.50 人 

合計 129 人 0.38 人 

出典：備前市地域福祉連携課調べ（令和２年９月末時点） 
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３ アンケート調査から見る高齢者の生活課題 

（１）アンケート調査の概要 

本計画の策定にあたって、以下の概要で調査を実施しました。 

 

調査種別 項目 内容 

介護予防・ 

日常生活圏域ニ

ーズ調査 

調査対象 市在住の要介護認定者を除いた 65 歳以上の高齢者 2,000 人 

調査時期 令和元年 12 月１日から 12 月 26 日まで 

回収結果 
回収数 1,257 票、回収率 62.9％ 

有効回収数 1,253 票、有効回収率 62.7％ 

在宅介護 

実態調査 

調査対象 市在住の 65 歳以上の方（在宅介護サービス利用者）190 人 

調査時期 令和元年８月１日から令和２年１月 17 日まで 

回収結果 有効回収数 190 票、有効回収率 100.0％ 

介護事業者 

アンケート 

調査 

調査対象 市内の介護サービス事業者 64 事業者 

調査時期 令和元年 12 月５日から 12 月 26 日まで 

回収結果 
回収数 60 票、回収率 93.8％ 

有効回収数 53 票、有効回収率 82.8％ 

医療機関 

アンケート 

調査 

調査対象 市内の医療機関 39 機関 

調査時期 令和元年 12 月５日から 12 月 26 日まで 

回収結果 有効回収数 29 票、有効回収率 74.4％ 
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（２）アンケート調査結果（抜粋） 

①健康づくり・介護予防の状況 

介護・介助が必要になった主な原因について、全体では、「高齢による衰弱」が 20.3％と最も

多く、次いで「骨折・転倒」が 16.9％、「脳卒中（脳出血・脳梗塞等）」と「関節の病気（リウマ

チ等）」が 11.8％となっています。 

前回調査でも「高齢による衰弱」が最も多く、次いで「骨折・転倒」となっており、同じような

結果となっていることが分かります。 

 

図表 介護・介助が必要になった主な原因（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 
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6.3

11.8

5.9

0.8

10.1

2.5

7.2

16.9

8.0

20.3

10.1

3.0

25.3

10.5

14.0

4.8

10.9

11.4

9.6

2.2

10.0

2.2

10.0

16.6

7.4

28.4

13.1

0.9

16.6

0 10 20 30

令和元年(n=237) 平成28年（n=229)
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現在治療中、又は後遺症のある病気について、全体では、「高血圧」が 40.1％と最も多く、次

いで「目の病気」が 18.2％、「糖尿病」が 12.8％となっています。 

前回調査でも「高血圧」が最も多く、次いで「目の病気」「糖尿病」となっており、同じような

結果となっていることが分かります。 

 

図表 現在治療中、又は後遺症のある病気（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

   

％

ない

高血圧

脳卒中（脳出血・脳梗
塞等）

心臓病

糖尿病

高脂血症（脂質異常）

呼吸器の病気（肺炎
や気管支炎等）

胃腸・肝臓・胆のうの
病気

腎臓・前立腺の病気

筋骨格の病気（骨粗

しょう症、関節症等）

外傷（転倒・骨折等）

がん（悪性新生物）

血液・免疫の病気

うつ病

認知症（アルツハイ
マー病等）

パーキンソン病

目の病気

耳の病気

その他

無　回　答

12.7

40.1

4.6

10.2

12.8

12.2

6.4

6.3

6.6

10.5

3.9

4.1

1.0

1.1

1.1

0.4

18.2

5.5

8.8

10.0

11.9

38.1

4.4

10.8

13.2

12.5

6.8

7.6

7.2

12.2

4.5

4.1

1.6

1.2

1.1

0.5

18.4

6.2

9.7

11.3

0 10 20 30 40 50

令和元年(n=1253) 平成28年（n=1476)
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転倒リスクの状況について、全体では、「該当しない」が 65.6％と多く、次いで「該当する」

が 34.4％となっています。 

要介護度別に見ると、「該当する」は総合事業対象者※が 83.4％と最も多く、次いで要支援１が

62.5％、要支援２が 60.7％、一般高齢者が 32.0％となっています。 

日常生活圏域別に見ると、日常生活圏域ごとに大きな割合の差は見られませんが、備前東圏域

が 35.3％と最も多くなっています。 

 

図表 転倒リスクの状況（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

 

 

介護・介助が必要になった主な原因の一つに「骨折・転倒」がありますが、転倒リスクの状

況について「該当する」が 34.4%となっています。また、現在治療中、又は後遺症のある病気

について「高血圧」「糖尿病」など生活習慣病※の回答が多くなっています。 

 

  

N =

全　　　体 1253

総合事業対象者 6

要支援１ 40

要支援２ 28

一般高齢者 1137

備前南圏域 640

備前東圏域 320

備前北圏域 251

34.4 

83.4 

62.5 

60.7 

32.0 

32.9 

35.3 

34.7 

65.6 

16.7 

37.5 

39.3 

68.0 

67.1 

64.7 

65.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

該当する 該当しない
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②介護・高齢者福祉の担い手の状況 

介護事業者の事業運営上の課題について、「職員の確保が難しい」が 81.1％と最も多く、次い

で「職員が不足している」が 54.7％、「介護報酬※が低い」と「利用者の確保が難しい」が 49.1％

となっています。 

 

図表 事業を運営する上での課題（上位５項目）（介護事業者アンケート調査） 

 

 

地域活動への参加意向について、全体では、「参加してもよい」が 42.9％と最も多く、次いで

「参加したくない」が 32.6％、「是非参加したい」が 7.0％となっています。日常生活圏域別に

見ると、「是非参加したい」において備前北圏域が 8.4％と最も多く、次いで備前南圏域、備前東

圏域となっています。 

 

図表 地域活動への参加意向（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

 

 

介護事業者の運営上の課題では「職員の確保が難しい」など人材確保に苦慮している回答が

多くなっています。一方で「地域活動への参加意向」では、「是非参加したい」「参加してもよ

い」など、地域活動の担い手としての参加意識は高くなっています。 

  

N = 53

職員の確保が難しい

職員が不足している

介護報酬が低い

利用者の確保が難しい

運営費がかさむ

81.1

54.7

49.1

49.1

45.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90％

N =

全　　　体 1253

総合事業対象者 6

要支援１ 40

要支援２ 28

一般高齢者 1137

備前南圏域 640

備前東圏域 320

備前北圏域 251

7.0

0.0

7.5

0.0

6.7

6.7

4.7

8.4

42.9

16.7

25.0

25.0

44.2

41.4

45.0

44.6

32.6

66.7

37.5

57.1

31.9

33.0

35.6

29.1

6.9

16.7

2.5

7.1

7.1

8.3

3.8

8.0

10.6

0.0

27.5

10.7

10.0

10.6

10.9

10.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない

既に参加している 無 回 答
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③在宅介護の状況及び医療・介護連携の状況 

主な介護者の年齢について、「60 代」が 33.9％と多く、次いで「50 代」が 25.6％となって

います。 

 

図表 主な介護者の年齢（在宅介護実態調査） 

 

 

主な介護者の方が不安に感じる介護等について、「外出の付き添い、送迎等」が 31.1％と最も

多く、次いで「認知症状への対応」が 27.9％、「入浴・洗身」が 25.8％となっています。 

 

図表 主な介護者の方が不安に感じる介護等（在宅介護実態調査） 

  

0.0%

0.0%

2.2%

5.0%

25.6%

33.9%

18.9%

14.4%

0.0%

0.0%

0% 20% 40%

20歳未満

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80歳以上

わからない

無回答

合計(n=180)

21.1%

15.3%

7.4%

25.8%

5.3%

1.6%

8.9%

31.1%

14.7%

27.9%

5.8%

16.8%

15.3%

6.8%

4.2%

11.1%

3.7%

3.2%

0% 20% 40%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

合計(n=190)
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利用している「介護保険サービス以外」の支援・サービスについて、「利用していない」が 64.2％

と最も多く、次いで「配食」が 13.2％、「サロンなどの定期的な通いの場」が 9.5％となってい

ます。 

 

図表 利用している「介護保険サービス以外」の支援・サービス（在宅介護実態調査） 

 

 

医療機関と介護事業所との連携状況について、全体では、「おおむねできている」が 44.8％と

最も多く、次いで「あまりできていない」が 37.9％、「できていない」が 13.8％となっています。 

 

図表 医療機関と介護事業所との連携状況（医療機関アンケート調査） 

 
 

在宅の主な介護者は 60 代以上が 67.2％と介護者の年齢層が高くなっていることが分かり

ます。主な介護者が不安に感じる介護は「外出の付き添い、送迎等」や「認知症状への対応」

など 20％を超えるものもあり、実際に利用しているサービスでは「配食」「サロンなどの定期

的な通いの場」が多くなっています。 

  

13.2%

0.5%

2.1%

3.2%

0.5%

1.6%

3.2%

0.5%

9.5%

3.2%

64.2%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉    等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

利用していない

無回答

合計(n=190)

圏域別 N =

全　　　体 29

備前南圏域 18

備前東圏域 7

備前北圏域 4

0.0

0.0

0.0

0.0

44.8

44.4

42.9

50.0

37.9

38.9

42.9

25.0

13.8

11.1

14.3

25.0

3.4

5.6

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

十分できている おおむねできている あまりできていない

できていない 無 回 答
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④認知症高齢者に関する状況 

認知症に関する相談窓口を知っているかについて、全体では、「いいえ」が 59.9％と多く、次

いで「はい」が 31.4％となっています。要介護度で見ると、要支援２は「いいえ」が 71.4％と

なっています。 

 

図表 認知症に関する相談窓口を知っているか（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

 

 

介護者が不安に感じる介護について、認知症自立度別に見ると、自立+Ⅰでは「外出の付き添い、

送迎等」が最も多く、「入浴、洗身」「その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）」が多くなっていま

す。 

Ⅱでは、「認知症状への対応」が最も多く、「日中の排泄」「服薬」「入浴、洗身」が多くなってい

ます。 

Ⅲでは「認知症状への対応」「日中の排泄」が最も多く、「夜間の排泄」「入浴、洗身」「身だしな

み（洗顔、歯磨き等）」「屋内の移乗・移動」「外出の付き添い、送迎等」「その他の家事（掃除、洗

濯、買い物等）」が多くなっています。 

「不安に感じていることは、特にない」は、認知症自立度が重度化するにつれて少なくなってい

ます。 

「認知症状への対応」は自立+Ⅰから、Ⅱ、Ⅲ以上になると大幅に増加しており、認知度が重度

化するにつれて、不安を感じることがうかがえます。 

  

N =

全　　　体 1253

総合事業対象者 6

要支援１ 40

要支援２ 28

一般高齢者 1137

備前南圏域 640

備前東圏域 320

備前北圏域 251

31.4

50.0

32.5

25.0

31.0

31.1

25.9

37.5

59.9

50.0

50.0

71.4

60.4

60.8

63.8

54.6

8.6

0.0

17.5

3.6

8.5

8.1

10.3

8.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

はい いいえ 無 回 答
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図表 認知症自立度別・介護者が不安に感じる介護 

 

 

認知症に関する相談窓口については「知らない」の回答が多く、窓口に対する認知度は低く

なっています。また、「認知症自立度別・介護者が不安に感じる介護」では「認知症状への対

応」が最も多く、重度化するにつれてその割合は高くなっています。 

 

  

17.9%

16.3%

7.3%

27.6%

4.9%

1.6%

8.9%

40.7%

11.4%

13.8%

6.5%

18.7%

20.3%

8.9%

3.3%

12.2%

5.7%

29.6%

14.8%

9.3%

24.1%

5.6%

1.9%

9.3%

11.1%

25.9%

61.1%

5.6%

14.8%

5.6%

3.7%

5.6%

9.3%

0.0%

50.0%

25.0%

0.0%

25.0%

25.0%

0.0%

25.0%

25.0%

0.0%

50.0%

0.0%

0.0%

25.0%

0.0%

25.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

自立＋Ⅰ(n=123) Ⅱ(n=54) Ⅲ以上(n=4)
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⑤介護者の就労に関する状況 

何か働き方についての調整等をしているかについて、「特に行っていない」と「介護のために、

『労働時間を調整（残業免除、短時間勤務、遅出・早帰・中抜け等）』しながら、働いている」が

39.5％と最も多く、次いで「介護のために、『休暇（年休や介護休暇等）』を取りながら、働いて

いる」が 11.8％となっています。 

 

図表 何か働き方についての調整等をしているか（在宅介護実態調査） 

 

 

仕事と介護の両立に効果的な支援について、「介護休業・介護休暇等の制度の充実」が 31.6％

と最も多く、次いで「労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など）」が 23.7％、「介護をし

ている従業員への経済的な支援」が 15.8％となっています。 

 

図表 仕事と介護の両立に効果的な支援（在宅介護実態調査） 

 

 

働き方の調整について「特に行っていない」との回答がある一方で「介護のために何らかの

調整をしながら働いている」という回答も多くあります。在宅で介護をしている介護者が「介

護休業・介護休暇等の制度の充実」や「労働時間の柔軟な選択」などの支援を求めていること

が分かります。 

  

39.5%

39.5%

11.8%

5.3%

7.9%

6.6%

0.0%

0% 20% 40% 60%

特に行っていない

介護のために、「労働時間を調整（残業免除、短時間勤務、遅

出・早帰・中抜け等）」しながら、働いている

介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」を取りながら、働

いている

介護のために、「在宅勤務」を利用しながら、働いている

介護のために、上記以外の調整をしながら、働いている

わからない

無回答

合計(n=76)

10.5%

31.6%

14.5%

23.7%

5.3%

6.6%

6.6%

15.8%

3.9%

17.1%

15.8%

0% 20% 40%

自営業・フリーランス等のため、勤め先はない

介護休業・介護休暇等の制度の充実

制度を利用しやすい職場づくり

労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など）

働く場所の多様化（在宅勤務・テレワークなど）

仕事と介護の両立に関する情報の提供

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

介護をしている従業員への経済的な支援

その他

特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

合計(n=76)
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⑥防災・減災対策の状況 

災害時における高齢者への支援体制や地域における高齢者の見守り体制が整備されており、高

齢者が安心して暮らすことができるまちだと感じるかについて、全体では、「どちらともいえない」

が 32.5％と最も多く、次いで「あまり感じない」が 24.7％、「感じない」が 20.3％となってい

ます。 

要介護度別に見ると、要支援１は「やや感じる」が 30.0％と最も多く、次いで「感じない」が

17.5％となっています。要支援２は「どちらともいえない」が 53.6％と最も多く、次いで「あ

まり感じない」と「感じない」が 17.9％となっています。 

日常生活圏域別に見ると、全ての日常生活圏域で「あまり感じない」と「感じない」の合計が４

割を超えています。 

 

図表 災害時における高齢者への支援体制や地域における高齢者の見守り体制が整備されており、

高齢者が安心して暮らすことができるまちだと感じるか 

 

 

災害時における高齢者への支援体制や地域における高齢者の見守り体制が整備されており、

高齢者が安心して暮らせるまちだと感じる高齢者の割合は「どちらともいえない」が最も多く

なっていますが、「あまり感じない」「感じない」という回答も多くなっています。 

  

N =

全　　　体 1253

総合事業対象者 6

要支援１ 40

要支援２ 28

一般高齢者 1137

備前南圏域 640

備前東圏域 320

備前北圏域 251

2.9

0.0

10.0

0.0

2.8

2.7

2.5

4.4

13.0

33.3

30.0

7.1

12.6

14.2

12.2

11.6

32.5

33.3

12.5

53.6

33.1

32.5

35.0

31.1

24.7

16.7

15.0

17.9

25.2

25.5

20.9

27.1

20.3

16.7

17.5

17.9

20.1

18.4

21.9

21.1

6.7

0.0

15.0

3.6

6.3

6.7

7.5

4.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

感じる やや感じる どちらともいえない あまり感じない 感じない 無 回 答



24 

４ 第７期計画の評価・検証 

（１）第７期計画の評価・検証について 

第７期計画の各施策の事業について、以下のとおり評価を実施しました。各事業の評価はＡか

らＤの４段階で行っています。また、基本目標の評価は、各事業の評価を点数化して算出した事業

の平均点に基づいて４段階で行っています。 

 

 

 

（２）各基本目標の達成状況 

第７期計画で掲げた５つの基本目標についての評価は以下のとおりです。 

基本目標 評価 

１ 総合的な健康づくり・介護予防の推進 Ｂ 

２ 自立を支える福祉サービスの充実 Ａ 

３ 安心して暮らせるまちづくり Ｂ 

４ 社会参加と交流の促進 Ｂ 

５ 介護保険サービスの充実と円滑な運営 Ｂ 

 

「基本目標２ 自立を支える福祉サービスの充実」のみがＡ評価となり、それ以外については

Ｂ評価となっています。 

  

各事業の評価と基本目標の評価の算出方法 

【各事業の評価】 

Ａ：達成     （４点） Ｂ：おおむね達成 （３点） 

Ｃ：一部未達成  （２点） Ｄ：実行しなかった（１点） 
 

【基本目標の評価】 

基本目標を達成するための事業の平均点が、 

3.5 以上＝Ａ、2.5 以上 3.5 未満＝Ｂ、1.5 以上 2.5 未満＝Ｃ、1.5 未満＝Ｄ 
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① 基本目標１ 総合的な健康づくり・介護予防の推進 

基本目標１の各基本施策、事業の評価は以下のとおりです。 

基本施策 事業数 
評価 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

（１）生活習慣病予防の推進 ６ ３ ２ １ ０ 

（２）介護予防・日常生活支援総合事業の推進 11 ５ ５ １ ０ 

（３）地域包括支援センターの機能強化 12 ３ ６ ３ ０ 

合計 29 11 13 ５ ０ 

 

以下の事業がＣ評価となっています。 

基本施策 事業 

（１）生活習慣病予防の推進 特定保健指導の実施 

（２）介護予防・日常生活支援総合事業の推進 通所介護（介護予防デイサービス） 

（３）地域包括支援センターの機能強化 

地域ケア会議※の充実 

地域ケア会議 

協議体の充実 

 

基本施策（１）の事業「特定保健指導の実施」は、利用率が低迷しているため、特定健診から特

定保健指導につながるよう医療機関と連携した体制づくりが課題となっています。 

基本施策（２）の事業「通所介護（介護予防デイサービス）」は、認知症や精神疾患を持つ利用

者の増加により、総合事業でのサービス利用ではなく、専門職が対応する従来型の通所介護サー

ビスの利用が増加しているためＣ評価となっています。 

基本施策（３）の事業「地域ケア会議の充実」、「地域ケア会議」は、地域ケア個別会議の定例開

催で、地域課題の抽出や検討はできていますが、日常生活圏域や市レベルでの検討が不十分です。

今後、協議体との連携により地域づくりを進め、資源開発につながっていくことが必要です。 

 

 

② 基本目標２ 自立を支える福祉サービスの充実 

基本目標２の各基本施策、事業の評価は以下のとおりです。 

基本施策 事業数 
評価 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

 12 10 ２ ０ ０ 

合計 12 10 ２ ０ ０ 

 

ほぼ計画どおりに実施できています。事業によっては現状に応じて内容の再検討を行い、一層

の充実を図ります。  
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③ 基本目標３ 安心して暮らせるまちづくり 

基本目標３の各基本施策、事業の評価は以下のとおりです。 

基本施策 事業数 
評価 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

（１）医療・介護の連携の促進 ８ １ ５ ２ ０ 

（２）認知症高齢者への支援の促進 ３ ３ ０ ０ ０ 

（３）高齢者の安全・安心の確保 ５ ４ １ ０ ０ 

（４）住まいと生活環境の整備 ８ ４ ３ １ ０ 

（５）権利擁護の推進 ５ ４ １ ０ ０ 

合計 29 16 10 ３ ０ 

 

おおむね計画どおりに事業を実施できていますが、以下の事業がＣ評価となっています。 

基本施策 事業 

（１）医療・介護の連携の促進 

医療・介護関係者の情報共有の支援 

在宅医療※・介護連携に関する関係市区町村の連

携 

（４）住まいと生活環境の整備 適切な住宅改修の促進 

 

基本施策（１）の事業「医療・介護関係者の情報共有の支援」では引き続きＩＣＴ※の活用を推

進していく必要があります。「在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携」は、他市区町村

との連携が不十分であるため、Ｃ評価となっています。 

基本施策（４）の事業「適切な住宅改修の促進」については広報誌等を用いて更なる周知が必要

と考えます。 

 

 

④ 基本目標４ 社会参加と交流の促進 

基本目標４の各基本施策、事業の評価は以下のとおりです。 

基本施策 事業数 
評価 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

（１）社会参加の促進 ４ ２ １ １ ０ 

（２）生涯学習、スポーツ活動の促進 ２ ０ ２ ０ ０ 

合計 ６ ２ ３ １ ０ 

 

以下の事業がＣ評価となっています。 

基本施策 事業 

（１）社会参加の促進 高齢者ボランティアの育成 

 

基本施策（１）の事業「高齢者ボランティアの育成」については、ボランティア団体の会員の高

齢化による会員数減少、活動内容の縮小が課題となっています。  
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⑤ 基本目標５ 介護保険サービスの充実と円滑な運営 

基本目標５の各基本施策、事業の評価は以下のとおりです。 

基本施策 事業数 
評価 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

（１）介護給付サービスの提供 ３ ０ ３ ０ ０ 

（２）予防給付※サービスの提供 １ ０ １ ０ ０ 

（３）サービスの質の向上、福祉・介護人材の確保 ７ ０ ６ １ ０ 

（４）制度の適正・円滑な運営 ３ ０ ３ ０ ０ 

合計 14 ０ 13 １ ０ 

 

おおむね計画どおりに事業を実施できていますが、以下の事業がＣ評価となっています。 

基本施策 事業 

（３）サービスの質の向上、福祉・介護 

人材の確保 

人材確保 

 

基本施策（３）の事業である「人材確保」は就労促進の取組を実施できていないことが課題とな

っており、引き続き新たな人材確保に向けた施策を検討することが必要です。 
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（３）成果指標の達成状況 

第７期計画では介護保険制度の持続可能性を確保するため、高齢者の自立支援・重度化防止、介

護給付※の適正化に向けた取組の成果指標を設定しました。成果指標の達成状況は次のとおりです。 

 

① 高齢者が社会参加し、元気に暮らしている 

「地域サロンの箇所数」については、新規サロンの立ち上げ支援だけではなく、週１回生き粋

（いきいき）びぜん体操に取り組むサロンを増やすことを重点に実施しました。引き続き、地域サ

ロンの支援と体操リーダー、ボランティアの養成に努めます。 

「地域サロンの参加人数」は増加傾向にあります。今後も引き続き、通所しやすいような環境の

整備や市内の高齢者の誘い出しへの工夫等を通じて、閉じこもり防止を目指します。 

 

指標名 成果指標 実績値 達成率 説明 

地域サロンの 

箇所数 
125 箇所 142 箇所 113.6% 

高齢者の閉じこもりの防止、健康づくり・介

護予防の促進を図る。 

地域サロンの 

参加人数 
1,900 人 2,091 人 110.1% 

サロンの場の拡大とともに、参加者数の増

加を図り、高齢者の健康づくり・介護予防を

促進する。 

実績値は令和２年４月時点 

 

 

② 要介護状態の軽減・悪化防止ができている 

「事業対象者の増加」については、事業対象者が昨年度より減少し、成果指標を達成することは

できませんでした。事業対象者に該当する状態の方でも、住宅改修等で介護保険制度の利用希望

や、医療機関からの申請の勧め等で介護認定申請の件数が増加したことが要因と想定されます。

総合事業について市民や医療機関への周知を推進し、引き続き制度の理解を啓発します。また、申

請窓口での相談段階でチェックリストを適宜実施します。 

 

指標名 成果指標 実績値 達成率 説明 

事業対象者の増

加 
115.0％ 106.9％ 93.0% 

要支援状態からの自立の促進や重度化予

防を図るため、介護予防・日常生活支援総

合事業対象者の増加を目指す。 

（事業対象者+要支援認定者／要支援認定

者） 

実績値は令和２年４月時点 
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③ 介護給付適正化 

「認定調査状況チェック」については、全ての調査結果と記載内容を職員が確認するとともに、

認定調査員の研修を行いました。今後も定期的に研修等を実施します。 

「ケアプラン※チェック」については、介護支援専門員から相談のあったケアプランの点検や介

護給付適正化システムにより抽出された対象者のケアプランの点検を実施しました。今後も、県

の主催する研修会に参加し、知識の習得に努めるとともに、多職種に意見を求めながら、適正で望

ましいサービス内容を検討します。 

「住宅改修等実態調査（住宅改修）」については、実績が５件となりました。調査の際に聞き取

りをスムーズに行えるよう、介護支援専門員が作成する理由書を具体的に記入するように求めま

す。 

「住宅改修等実態調査（福祉用具購入・貸与）」については、実績が 28件と大きく上回りまし

た。今後も福祉用具の購入がケアプラン上必要かどうか、ケアプラン担当者と連携をとり、個別に

ケース確認を行います。 

「医療情報との突合・縦覧点検」については、国民健康保険団体連合会に委託し、請求疑義につ

いて確認しました。引き続き、委託して実施します。 

「介護給付費通知」については、年間２回（８月・２月）の全件通知を実施しました。今後も継

続します。 

 

指標名 成果指標 実績値 達成率 説明 

認定調査状況 

チェック 
全件数 全件数 100.0% 

全ての調査結果を職員により点検し、記載

内容に不備がある場合は確認や指導を行

う。 

ケアプランチェッ

ク 
40 件 60 件 150.0% 

サービス利用に偏りがある事例を選定し点

検する。 

住宅改修等 

実態調査 

17 件 ５件 29.4% 

【住宅改修】 

全ての申請を点検し、施行前申請段階で疑

義が生じた内容について、訪問調査を行

う。 

10 件 28 件 280% 

【福祉用具購入・貸与】 

国民健康保険団体連合会の適正化システ

ム（軽度の要介護者に対する福祉用具貸

与品目一覧表）を点検し、必要に応じてケ

アプラン等のチェックを行う。 

医療情報との 

突合・縦覧点検 

全件数 全件数 100.0% 

【医療情報との突合】 

国民健康保険団体連合会から提供される

医療情報突合リストを活用し、確認の必要

があるものについて国民健康保険担当部

署と連携を図る。 

全件数 全件数 100.0% 

【縦覧点検】 

国民健康保険団体連合会から提供されるリ

ストを活用し、疑義が生じた内容について、

事業所へ確認を行う。 

介護給付費通知 全件数 全件数 100.0% 
８月末、２月末に各６箇月分の介護給付費

実績の通知を送付する。 

実績値は令和２年４月時点  
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５ 本市の課題 

ここまでの各種データを踏まえ、本市の課題として次の内容が考えられます。 
 

（１）健康づくり・介護予防の推進 

本市では介護・介助が必要になった原因として「高齢による虚弱」と回答した方が２割、現在治

療中の病気として「高血圧」と回答した方が４割となっています。介護予防・重度化防止のために

は健康的な生活習慣行動を推進し、高齢になっても心身の健康を維持することが大切です。また、

転倒リスク該当者がいずれの日常生活圏域においても３割を超えていたことから、介護予防事業

では転倒予防を重点的に取り組む必要があります。 

心身の健康維持のためには高齢者になる前から健康への関心を持つことが必要です。市は、健

康教育や健康相談を実施したり、健康診断やがん検診の受診を促進したりすることで働き世代の

健康に対する関心を高めることが求められています。また、高齢者に対しては、既に実施している

地域での通いの場等を活用し、自ら介護予防に取り組むための工夫や、地域とつながりを持ち社

会参加することで、地域全体で健康づくり・介護予防に取り組む意識の醸成を図ることが重要で

す。 
 

（２）地域活動への参加促進 

本市は全国・県に比べて高齢化率が高く、高齢者のみの世帯の割合も増加傾向にあります。さら

に、介護事業者が人手不足という現状も見られます。こうした中で、平成 28 年と令和元年に実

施したニーズ調査の結果を比較すると、地域活動へ参加意向がある方の割合は増加していること

が分かります。 

高齢者がこれまでに培った知識や能力を生かしながら地域社会に参加することは、より自分ら

しく生きがいのある充実した人生を送ることにつながります。さらに、地域活動は地域全体での

支え合いの意識醸成につながるため、今後も高齢者の地域活動に対する参加意欲をより一層高め

ていくことが必要です。 

また、高齢者が「受け手」と「支え手」に分かれることなく、地域社会との関わりを続けること

で、地域社会の担い手として活躍できる環境づくりが必要です。 
 

（３）ニーズに応じた介護・支援の拡充、医療・介護連携の推進 

在宅介護を継続していくためには、介護サービスや支援の充実、医療・介護の連携が不可欠で

す。本市では、高齢単身世帯や高齢夫婦世帯など高齢者のみの世帯が増加し、また、在宅介護にお

ける主な介護者は 70 代以上の高齢者が全体の約３割を占める等、家庭での介護力の低下が懸念

されています。 

主な介護者の方が不安に感じる介護は「外出の付き添い・送迎等」など３割を超える回答がある

一方で、介護保険外の支援・サービスでは「利用していない」が最も多いことから、在宅介護での

様々なニーズを把握し、在宅での介護を支える支援やサービスについて検討する必要があります。 

また、医療機関アンケートでは、介護事業所との連携状況について「おおむねできている」と回

答した割合は約４割ですが、「あまりできていない」「できていない」の回答の合計も５割を超えて

います。 

市としては関係者と地域課題を共有し、不足する社会資源の開発等必要なサービスの整備や、

医療と介護の連携を進めていく必要があります。 
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（４）認知症高齢者に対する支援の充実 

一般高齢者の約６割が認知症に関する相談窓口について知らないと回答しています。また、介

護保険サービス以外のサービスや支援、参加できる集いの場について知らない方も全体の約６割

となっています。認知症については早期発見・早期対応が肝要であり、認知症高齢者やその家族が

適切な機関に速やかにつながることが欠かせません。早期発見・早期対応のためにも、認知症に関

する相談窓口の周知をより一層図っていくことが求められています。 

また、在宅介護の主な介護者の約３割の方が、不安に感じていることとして「認知症状の対応」

と回答しているため、認知症に関する正しい知識や認知症高齢者の家族に対する支援も併せて周

知することが重要です。認知症高齢者とその家族が地域で安心して暮らせるよう、地域において

は認知症高齢者への理解促進と地域住民と連携したネットワークづくりも必要です。 

 

（５）介護者の支援 

主な介護者が、介護をするにあたって行っている働き方の調整等について、「特に行っていない」

と「介護のために、『労働時間を調整（残業免除、短時間勤務、遅出・早帰・中抜け等）』しながら、

働いている」が約４割と最も多く、次いで「介護のために、『休暇（年休や介護休暇等）』を取りな

がら、働いている」が１割以上となっています。また、仕事と介護の両立に効果的な勤務先からの

支援としては「介護休業・介護休暇等の制度の充実」という回答が３割以上、次いで「柔軟な労働

時間の選択」が２割以上となっています。 

在宅介護を継続するにあたっては、介護者の勤務先の介護休業・介護休暇を含めた労働時間の

調整に関する制度の充実が必要です。市は、事業者に対して介護休業・介護休暇等に関する制度や

取組事例などの情報発信を行い、地域全体で介護者を支える意識を醸成していくことが求められ

ています。 

 

（６）高齢者の防災・減災対策 

介護予防・ニーズ調査では、高齢者への支援体制や高齢者の見守り体制の整備状況から高齢者

が安心・安全に暮らせるまちだと「感じない」と回答した方、「あまり感じない」と回答した方を

合わせると４割以上となっています。 

日常的な見守り体制の整備が緊急時・災害時の支援体制の充実にもつながるため、地域での高

齢者の見守り体制の整備、ネットワークの構築や強化が求められています。また、現在「避難行動

要支援者名簿」への登録制度が実施されていますが、地域での支援体制を整備し、自然災害等が発

生した際に必要な支援を改めて検討することが必要です。 
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第３章 計画の基本理念と基本目標 

１ 基本理念と施策体系 

本計画では、第３次備前市総合計画の健康・福祉分野の政策目標とも整合を図り、高齢者福祉施

策の推進や介護保険事業の運営、そして地域共生社会の実現に向けた取組を推し進めていきます。 

本計画の基本理念は、第７期計画の「誰もがいつまでも安心して暮らせるまち」に地域共生社会

の実現という考え方も取り入れ、「ずっと生き粋（いきいき） 安心して暮らせるまち びぜん」と

設定し、以下の体系に基づいて各種基本目標や施策を推進していきます。 

 

図表 基本理念と施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念 ずっと生
い

き粋
いき

 安心して暮らせるまち びぜん 

総合的な健康づくり・介護予防の推進 基本目標１ 

施策１ 生活習慣病予防の推進 

施策２ 介護予防と生活支援の推進 

自立を支える福祉サービスの充実 基本目標２ 

施策１ 自立を支える取組の推進 

施策２ 地域支援事業における福祉サービスの充実 

施策４ 生涯学習、スポーツ活動の促進 

施策３ 社会参加の促進 

安心して暮らせるまちづくり 基本目標３ 

施策１ 地域包括ケアの推進 

施策２ 認知症高齢者への支援の推進 

施策３ 高齢者の安全・安心の確保 

施策４ 権利擁護の推進 

介護保険サービスの充実と円滑な運営 基本目標４ 

施策１ 介護保険サービスの提供基盤整備 

施策２ サービスの質の確保・向上 

施策３ 制度の適正・円滑な運営 
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本市では、団塊世代が 75 歳以上となる令和７年をめどに地域包括ケアシステムの構築を進めて

います。そして、団塊ジュニアが高齢者となる令和 22 年には、市の高齢化率が 42.6％まで上昇

すると見込まれていることから、中長期的な視点で地域包括ケアシステムの深化・推進を図ってい

くことが必要です。 

これまで、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう住ま

い・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供できるような体制整備を進めてきましたが、第８

期計画ではこうした体制の更なる強化とともに、住民の複合化する課題に対応できるよう、重層的

支援体制の整備にも取り組みます。さらに、地域の方々の支え合いを推進して、地域共生社会の実

現にも努めます。 

 

図表 市の目指す地域包括ケアシステム・地域共生社会の姿 

  

みんなでつくる
地域の支え合いの輪

医療

住まい

介護

地域包括ケアシステムの深化・推進

地域の中での支え合い

予防 生活支援

市では、住まい・医療・介護・

予防・生活支援の一体的な提供

だけでなく、複合的な課題に対

応する重層的支援体制の整備

を第８期計画期間中に検討す

ることで、より一層地域包括ケ

アシステムの深化・推進に努め

ます。 
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２ 基本目標 

基本目標１ 総合的な健康づくり・介護予防の推進 

いつまでもいきいきと自分らしく暮らしていくためには、住民一人一人が健康づくりや介護予防

に取り組むとともに、高齢者が経験から培った知識や能力を発揮し、人と人との交流を通じて社会

とのつながりを感じられる機会が必要です。 

そのため、生活習慣病予防に向けた各種保健事業を実施し、健康に対する意識の醸成を図るとと

もに、高齢者が自ら介護予防に取り組めるよう、機会の拡充などを図ります。さらに、保健事業と

介護予防の取組を一体的に推進することで、より効率的に健康づくりを推進します。また、高齢者

の就労支援や老人クラブ、ボランティア活動など、高齢者が社会と関わることで地域の担い手とし

て生きがいを感じられる環境づくりを進めます。このほか、多様な生涯学習活動、スポーツ活動を

通じて幅広い世代との交流の機会を提供し、新たな楽しみを見出せる環境づくりに努めます。 

 
 

施策  事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施策１ 生活習慣病予防の推進 

①特定健康診査の実施 

②特定保健指導の実施 

③がん検診の実施 

④健康手帳の交付 

⑤健康教育 

⑥健康相談 

施策２ 介護予防と生活支援の推進 

①介護予防・生活支援サービス事業の充実 

②一般介護予防事業の推進 

③保健事業と介護予防の一体的実施事業 

施策３ 社会参加の促進 

①高齢者の就労支援 

②老人クラブへの支援 

③高齢者ボランティアの育成 

④社会資源の活用 

施策４ 生涯学習、スポーツ活動

の促進 

①生涯学習活動の充実 

②スポーツ活動の充実 
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基本目標２ 自立を支える福祉サービスの充実 

誰もがいつまでも安心して暮らしていくためにも、高齢者の自立した生活を支える各種サービス

は欠かすことができません。 

そこで、生活上必要な用具の給付・貸与を行うとともに、介護者の負担軽減に向けた取組を推進

します。また、高齢者が自宅に閉じこもりがちになることを防ぐため、外出を促進するための居場

所づくりや地域活動などの交流を支援します。 

さらに、栄養に配慮した配食やそれを通じた見守り、24 時間の電話相談対応を行い、高齢者が

安心して生活できるよう支援します。 
 

施策  事業 

 

 

 

 

 

 

  

施策１ 自立を支える取組の推進 

①日常生活用具給付・貸与 

②高齢者憩いの場 

③養護老人ホームへの措置 

④シルバーカードの交付 

施策２ 地域支援事業における福

祉サービスの充実 

①高齢者等配食サービス事業 

②高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）生

活援助員派遣事業 

③あんしん電話システム事業 

④高齢者生活管理指導短期宿泊（高齢者ショー

トステイ）事業 

⑤家族介護支援事業 
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基本目標３ 安心して暮らせるまちづくり 

医療や介護が必要な状態になっても、可能な限り、住み慣れた地域で自分らしい生活を続けるた

めには、住まい・医療・介護・予防・生活支援が包括的に確保されている必要があります。また、

認知症を発症しても地域の人々に見守られて生活できること、地震や風水災害、多様化する犯罪、

感染症など、高齢者の安全・安心な生活を脅かす様々な事象に対し、計画的な予防や対策、発生後

に迅速な対応ができるように備えがあることなど、様々な視点からまちづくりを進める必要があり

ます。 

そこで、住まい・医療・介護・予防・生活支援の包括的な確保を目指す地域包括ケアシステムの

構築を推進するとともに、認知症があってもなくても同じ社会で共生できる環境づくり、防災・防

犯・防疫対策、高齢者の住まいの整備・確保や移動支援、権利擁護※体制の強化を図ります。 

 

施策  事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施策１ 地域包括ケアの推進 

①地域包括支援センターの機能強化 

②総合相談支援業務 

③包括的・継続的マネジメント支援業務 

④地域ケア会議の充実 

⑤生活支援サービスの体制整備 

⑥在宅医療・介護の連携の推進 

⑦住まいと生活環境の整備 

⑧重層的支援体制について 

施策２ 認知症高齢者への支援の

推進 

①認知症に対する理解を深めるための普及啓

発の推進と本人発信支援 

②認知症予防の推進 

③医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

④認知症バリアフリーの推進、社会参加支援 

施策３ 高齢者の安全・安心の確保 

①高齢者見守りネットワークの構築 

②災害時避難体制の構築 

③災害に対する備え 

④救急医療情報キットの配付 

⑤感染症に対する備え 

施策４ 権利擁護の推進 

①権利擁護業務 

②成年後見制度等の普及・啓発・利用促進 

③市民後見人の養成・活動支援 

④高齢者虐待防止の推進 

⑤老人福祉施設等への措置の支援 

⑥消費者被害の防止 
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基本目標４ 介護保険サービスの充実と円滑な運営 

いつまでも安心して暮らせるまちづくりを進める上で、必要に応じて誰もが適切な介護サービス

を受けられる環境が必要です。そこで、団塊の世代※が後期高齢者となる令和７年だけでなく、団

塊ジュニア世代が 65 歳以上となる令和 22年も視野に入れ、計画的に居宅サービスや地域密着型

サービス※、施設サービス※の整備を進めます。 

また、持続可能な介護保険制度を構築するためにも、適切な制度運営を進めていくことが必要で

す。そのため、サービスの質の向上、福祉・介護人材の確保に努めるとともに、介護給付適正化事

業にも取り組みます。 

 

施策  事業 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

施策１ 介護保険サービスの提供

基盤整備 

①介護給付サービスの提供 

②予防給付利用者への自立支援に向けたサー

ビス提供 

③人材確保 

④介護現場の魅力の発信 

⑤業務の効率化の促進 

施策２ サービスの質の確保・向上 

①事業者による情報公開の推進 

②福祉サービス第三者評価事業の推進 

③利用者の苦情、相談への対応 

④介護サービス相談員の派遣 

⑤適切なサービス事業者の指定 

⑥事業者への指導・助言 

⑦介護支援専門員への支援 

施策３ 制度の適正・円滑な運営 

①介護給付適正化（主要５事業） 

②社会福祉法人等による利用者負担減額措置

制度の促進 
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第４章 施策の展開 

基本目標１ 総合的な健康づくり・介護予防の推進 

施策１ 生活習慣病予防の推進 

市内に在住の、主に 40 歳以上の方を対象として、生活習慣病予防等に向けた各種保健事業を

実施します。また、健康教育や健康相談などで、市民の抱える悩み事の解消や、健康に対する意識

の醸成を図り、地域全体で健康づくりを進めます。 

 

事業名 

（担当課） 
内容 

① 特定健康診査の

実施 

（保健課） 

40 歳から 74 歳までの国民健康保険の加入者を対象に、メタボリックシンドロ

ーム※のリスクを判定し、生活習慣病の早期発見、早期治療を図ります。ま

た、特定保健指導につなぐことで、生活習慣病の発症リスクの低減を図りま

す。未受診者や新規対象者への勧奨など、受診率の向上にも努めます。 

② 特定保健指導の

実施 

（保健課） 

特定健診の結果から、「情報提供」「動機づけ支援」「積極的支援」の３種類

の保健指導を行い、生活習慣病予防に取り組みます。また、委託業者と連

携して利用勧奨にも取り組むとともに、個別の保健指導など、利用しやすい

環境づくりも検討を進めます。 

③ がん検診の実施 

（保健課） 

検診バスでの「集団検診」と、医療機関で行う「個別検診」で各種がん検診を

実施します。また、受診率の向上を図るための受診勧奨や、がんに関する知

識を普及・啓発する活動にも努めます。 

④ 健康手帳の交付 

（保健課） 

40歳以上の人を対象に、自らの健康管理と適切な医療の確保に向けて特定

健診・保健指導やがん検診等の記録等をしていただけるよう健康手帳を交

付します。また、普及・活用の取組も推進します。 

⑤ 健康教育 

（保健課） 

40 歳から 64 歳までの人を対象に、生活習慣病の予防や健康に関する事項

について正しい知識を普及し、生活習慣行動の改善を支援します。また、教

育機会の拡充を検討するほか、健康づくりに向けた住民活動を支援します。 

⑥ 健康相談 

（保健課） 

40 歳から 64 歳までの人を対象に、心身の健康に関する個別の相談に応じ、

家庭における健康管理に必要な指導及び助言を行います。また、幅広い方

に利用いただけるよう、実施方法や周知方法についても検討を図ります。 
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施策２ 介護予防と生活支援の推進 

要支援・要介護状態になることを予防し、遅らせ、重度化を防ぐには、若い頃からの健康づくり

をはじめ、高齢者自らが介護予防に取り組むことが重要です。本市では、地域住民が運営する通い

の場を介護予防事業の拠点とし、高齢者が自ら介護予防に取り組むための意識啓発や生きがいづ

くり、運営の担い手としての人材育成など、様々な介護予防への取組を充実させ、地域における支

えあい活動を支援していきます。さらに、保健事業と介護予防事業とを一体的に推進することや、

保健師やリハビリテーション専門職などの専門職を介護予防の場に派遣することで、より効果的

に介護予防を推進できるよう体制の強化を図ります。 

また、介護予防・日常生活支援総合事業では、安定的なサービスの提供に向けて、従来の介護事

業所だけでなく、多様な担い手等の参画を促進し、新たな介護予防や生活支援サービスを一体的

に展開する仕組みの構築を目指します。 

 

事業名 

（担当課） 
内容 

① 介護予防・生活支

援サービス事業の

充実 

（介護福祉課） 

要支援認定を受けた方や基本チェックリスト該当者、継続的にサービスを利用

する必要があると認める要介護者を対象に、地域住民等の多様な主体が参

画した生活支援や介護予防活動を推進します。 

 
訪問介護（介護予
防訪問サービス） 

専門的な支援が必要な人へ、入浴・排せつ・食事等の身体介護を要する

場合、生活援助と併せて従来の介護予防訪問介護に相当するサービスを

提供します。 

 
訪問型サービスＢ
（ささえあい訪問サ
ービス） 

地域住民が主体となり、身体介護を伴わない日常生活の援助を行う訪問

型の生活支援サービスを提供します。また、サービス提供体制を整備する

ため、担い手の養成に努めます。 

 
通所介護（介護予
防デイサービス） 

認知機能の低下や精神疾患などにより、日常生活に支障がある症状や行

動を伴う人等を対象に、従来の介護予防通所介護に相当するサービスを

提供します。 

 
通所型サービスＡ
（生き粋（いきいき）
はつらつ教室） 

従来の介護予防通所介護からサービス単価や事業所における人員基準

等の緩和を行い、体力づくりや認知症予防を目的とした通所介護のサービ

スを提供します。 

 
通所型サービスＣ
（筋力アップチャレ
ンジ） 

心身機能・生活機能等の低下が見られる高齢者に対し、リハビリテーショ

ン専門職による運動機能向上プログラムを短期集中的に実施することで、

心身機能の維持、改善及び生活意欲の向上を図ります。 

 
介護予防ケアマネ
ジメン卜 

65 歳以上の高齢者が要介護状態等となることを予防するため、心身の状

況や環境･その他の状況に応じて、利用者自らの選択に基づき、介護予防

事業等が包括的かつ効率的に実施されるよう必要な援助を行います。 
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事業名 

（担当課） 
内容 

② 一般介護予防

事業の推進 

（介護福祉課） 

全ての高齢者（とその支援の活動に関わる者）を対象に、地域での社会参加

を推進し、介護予防の意識の啓発と地域での取組を支援します。 

 
介護予防把握
事業 

地域の実情やニーズ調査等により収集した情報を活用し、自宅での閉じこもり

や健康状態不明者等何らかの支援を要する高齢者の実態把握を行い、必要

な支援（介護予防活動）へつなげます。 

 
介護予防普及・
啓発事業 

介護予防に関する知識や生活不活発によるフレイル※対策など、パンフレット

等を作成し、講演会や相談会、介護予防教室などの開催を通じ、住民一人一

人が主体的に健康づくり・介護予防活動に取り組むことの意義を啓発していき

ます。また、地域で介護予防に取り組むための高齢者の居場所・活動の場とし

て通いの場づくりを進め、「生き粋（いきいき）びぜん体操」に取り組む高齢者

の増加や体操を指導するリーダーの育成を図ります。 

※「フレイル」とは、加齢に伴う筋力低下や低栄養などにより、心身の機能が低下し弱っ

た状態のこと。健康な状態と要介護状態の中間の意。 

 
地域介護予防
活動支援事業 

身近な地域で介護予防に取り組む住民主体の通いの場の充実を図り、人と人

とのつながりを通じて、参加者や通いの場が継続していけるよう地域づくりを

推進していきます。 

 通いの場に参加する個人の状態（体力測定・健康観など）の経年変化や

機能評価についての分析を検討していきます。 

 通いの場に自力で通えなくなった人に、有償ボランティアによる通所付添

サポート事業（講習を受けたサポーターが付添し送迎活動を行う事業）を

展開し、閉じこもりを防ぎ社会参加を促進します。 

 地域で介護予防を推進するサロンリーダーや体操リーダー等人材発掘を

図り、運営の担い手としての人材育成及び支援に取り組みます。 

 総合事業との連動を図り、事業対象者を地域活動につなげていく仕組み

を検討します。 

 
一般介護予防
事業評価事業 

介護保険事業計画において定める目標値の達成状況等を毎年検証し、一般

介護予防事業の事業評価を実施します。 

 
地域リハビリテ
ーション※活動
支援事業 

地域における介護予防の取組を強化するために、通所、訪問、地域ケア会

議、住民主体の通いの場等へ、リハビリテーション専門職等を派遣します。ま

た、市内の医療機関等に従事するリハビリテーション専門職と情報の共有を

図り、地域での介護予防活動の支援体制を整備します。 
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事業名 

（担当課） 
内容 

③ 保健事業と介

護予防の一体

的実施事業 

（保健課・介護

福祉課） 

医療・健診・介護データを活用し、地域の健康課題を整理します。また、健診

結果から生活習慣病等健康課題がある人には、保健師や管理栄養士による

個別・集団保健指導を実施し、疾病予防や重症化防止に取り組みます。さら

に、現役世代の生活習慣病対策と連携した取組がなされるよう新たな仕組み

を構築します。 

 

施策３ 社会参加の促進 

高齢者が地域社会の一員として自分らしく充実した暮らしを続けられるよう、多様な社会参加

を促進します。地域社会で楽しみや生きがいが感じられる機会、地域の担い手として活躍できる

場の充実を目指し、老人クラブや通いの場への支援や幅広いボランティア活動の展開に取り組み

ます。また、高齢者の就労継続や就労機会が拡大しているため、シルバー人材センター※の活動を

周知し、就労を促進します。就労促進については、今後は就労的活動支援コーディネーター※とも

連携を図っていきます。 

 

事業名 内容 

① 高齢者の就労支

援 

（地域福祉連携課） 

高齢者の生きがいづくり、介護予防の観点からもシルバー人材センターや

就労的活動支援コーディネーターと協力し、地域における多様な就労、就

業等を支援します。県、ハローワークとも連携しながら、雇用・就労に関す

る情報を提供していきます。 

② 老人クラブへの 

支援 

（地域福祉連携課） 

老人クラブに対して社会奉仕、教養講座、健康増進などの活動を支援し、

地域社会への積極的な貢献を促進します。会員数が減少傾向にあるた

め、老人クラブの魅力の発信を強化するとともに、多様化する趣味に対応

できるよう新規クラブを結成し加入率の向上に努めます。 

③ 高齢者ボランティ

アの育成 

（地域福祉連携課） 

社会福祉協議会※等と連携し、高齢者ボランティアの育成と活動の場の提

供を行います。また、ボランティア講座等を通じて高齢者がボランティア活

動の幅を広げ、地域の様々な主体とつながりを持てるよう取り組みます。 

④ 社会資源の活用 

（介護福祉課） 

介護保険の予防サービスの利用者が介護予防・生活支援サービス事業や

地域の通いの場、認知症カフェ※など介護保険以外の社会資源を活用し、

社会参加が図れるよう推進します。生活支援コーディネーター※とも連携し

ながら、新たな社会資源の開発に努めます。 
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施策４ 生涯学習、スポーツ活動の促進 

高齢者が健康でいきいきと暮らすことができるよう、多様化する社会の価値観や高齢者のニー

ズに応じた生涯学習活動やスポーツ活動の機会を提供します。生涯学習活動やスポーツ活動を通

じて高齢者が地域社会と関わり続けることができるよう努めます。 

 

事業名 内容 

① 生涯学習活動の 
充実 
（社会教育課） 

世代間交流につながる活動など多様な生涯学習活動を展開し、高齢者の

学びと活動の機会を充実させます。イベントにおいては広報活動を強化し

て幅広い世代からの新規参加者増加を目指すとともに、高齢者も積極的

に参加できるように支援し、地域社会の活性化を図ります。 

② スポーツ活動の 
充実 
（社会教育課） 

体力や目的に応じて気軽に参加できる軽スポーツ・ニュースポーツを紹介

するなど、スポーツに関する情報発信・イベント等を充実させます。また、

体育施設の整備や各種団体への支援などを通じて、スポーツに親しめる

環境を整備するとともに、スポーツ人口の増加を図ります。 
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基本目標２ 自立を支える福祉サービスの充実 

施策１ 自立を支える取組の推進 

高齢者の自立した生活を支えるために、日常生活をより一層快適にするための用具の給付や閉

じこもりの防止に向けた居場所づくりなど、様々な角度から支援します。 

 

事業名 内容 

① 日常生活用具給

付・貸与 

（地域福祉連携課） 

一人暮らし・援護を必要とする高齢者等に歩行支援用具（つえ・手押車）、

ガス漏れ報知器、自動消火器を申請により給付し、在宅で安心して生活で

きるよう支援します。また、社会福祉協議会では車いす等の在宅介護機器

を３箇月間、無料で貸し出し介護負担の軽減を図ります。 

② 高齢者憩いの場 

（地域福祉連携課） 

近所との交流の機会が少ない高齢者を対象に、自主的な介護予防、閉じ

こもり防止、自立支援を図ることを目的として、自治公民館や空き家を活用

した様々な活動の取組を、社会福祉協議会が中心となり支援します。活動

はボランティアや地域の方の協力を得ながら拡大を図ります。 

③ 養護老人ホーム※

への措置 

（地域福祉連携課） 

65 歳以上の高齢者であって、身体・精神又は環境上及び経済的な理由に

より、居宅での生活が困難な高齢者に対して養護老人ホームでの生活の

場を提供します。また、本事業が必要な方がしっかりとサービス利用につ

ながるよう、制度の周知等にも努めます。 

④ シルバーカードの 

交付 

（地域福祉連携課） 

外出機会の増加につながるよう、65 歳以上の高齢者が美術館、観光地等

を利用する際に、優遇措置が受けられるシルバーカードを申請により交付

します。 
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施策２ 地域支援事業における福祉サービスの充実 

地域支援事業※は高齢者が要介護・要支援状態となることを予防し、地域において自立した日常

生活を営むことができるよう支援する事業で、地域の実情に応じて実施します。栄養に配慮した

食事の提供や、24時間の電話相談を行っており、高齢者の生活不安の軽減に努めます。 

また、介護者の負担軽減に向けた支援を実施する一方で、介護による離職防止への取組につい

て検討していきます。 

 

事業名 内容 

① 高齢者等配食サー

ビス事業 

（介護福祉課） 

65 歳以上の一人暮らし高齢者及び高齢者のみの世帯等で調理に不安

のある人を対象とした配食サービスを実施するとともに、配達員による見

守りによって安心感を提供します。また、利用者の更なる満足感向上の

ため、配達業者の拡充にも努めます。 

② 高齢者世話付住宅

（シルバーハウジン

グ※）生活援助員派

遣事業 

（介護福祉課） 

県営住宅 20 戸を対象に生活援助員を派遣し、生活指導、生活相談、安

否確認、緊急時の対応や一時的な家事援助等を行うことにより、地域の

実情に応じた高齢者の安心な住まいを確保します。 

③ あんしん電話システ

ム事業 

（介護福祉課） 

65歳以上の病弱な一人暮らしの高齢者や、75歳以上の高齢者のみの世

帯でどなたかが病弱な世帯に対し、あんしん電話を設置しています。電

話を通じて 24 時間体制で通報センターにおいて保健師等の専門職が受

付・相談等の対応をします。生活相談や自身の抱える病気に関しても相

談できるほか、緊急時は、近くの協力員や消防、警察への連絡を行いま

す。各地区の民生委員・児童委員※等との連携により、事業の普及・啓発

と対象者の把握に努めます。 

④ 高齢者生活管理指

導短期宿泊（高齢

者ショートステイ）事

業 

（介護福祉課） 

要介護認定を受けていない高齢者等に対し、養護老人ホーム等への短

期間の入所により、日常生活に対する指導や支援を行い、基本的な生活

習慣の習得や体調調整を図ります。 

⑤ 家族介護支援事業 

（介護福祉課） 

要介護者を介護する家族を支援するため、介護者の会の開催、家族介

護支援クーポン券の交付など必要な事業を実施します。また、介護離職

防止に向けた取組についても本事業の中で検討を進めます。 
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基本目標３ 安心して暮らせるまちづくり 

施策１ 地域包括ケアの推進 

住まい・医療・介護・予防・生活支援の包括的な確保を目指す地域包括ケアシステムの構築を推

進するため、医療・介護の専門職や地域の関係者とネットワークを構築し、総合的な相談対応や自

立に向けた各種支援を推進します。 

また、高齢者の社会参加を促進し、共に支え合う地域づくりを進めるとともに、住環境の改善や

日常生活の利便性向上に向けた取組を推進します。 

 

事業名 

（担当課） 
内容 

① 地域包括支援セン

ターの機能強化 

（介護福祉課） 

地域包括支援センターは今後の高齢化の進展等に伴い多様化するニーズ

に効果的・効率的に対応できるよう、保健師、社会福祉士、主任介護支援

専門員の３職種以外の専門職や事務職の配置を含めた必要な体制を確

保し、関係部署、関係機関との連携・協力体制の強化に努めます。 

また、保健福祉医療関係者やサービス事業者、被保険者の代表者等で構

成する備前市地域包括支援センター運営協議会を設置し、適切な運営と

公正・中立の確保、その他地域包括支援センターの円滑かつ適正な運営

を行います。 

② 総合相談支援業

務 

（介護福祉課） 

地域の高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるよう、地域における

関係者等とのネットワークを構築するとともに、相談内容に応じた適切なサ

ービス、関係機関又は制度の利用につなげていく等の支援を行います。ま

た、本業務が支援開始の糸口となることからも、地域包括支援センターに

ついての周知等を併せて推進します。 

 実態把握 

地域、関係機関等との連携を図りながら、高齢者世帯への戸別訪問や家

族、近隣住民からの情報収集等により、支援が必要とされる高齢者・家族

への支援につなげることができるよう実態把握を行います。 

 総合相談支援 

本人、家族、近隣の住民、地域のネットワーク等を通じた様々な相談を受

けて、的確な状況把握等を行い、対応について判断します。専門的・継続

的な関与又は緊急の対応が必要と判断した場合には、より詳細な情報収

集を行い、適切なサービスや制度の利用につなぐよう取り組みます。 

③ 包括的・継続的マ

ネジメント支援業

務 

（介護福祉課） 

地域のケアマネジャー等に対するケアプラン作成技術の指導、日常的な相

談・支援困難事例への指導助言、研修などを行います。また、地域におけ

る関係機関との連携・協力体制の強化を図りながら、包括的・継続的なケ

ア体制の整備を図ります。 
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事業名 

（担当課） 
内容 

④ 地域ケア会議の

充実 

（介護福祉課・地域

福祉連携課） 

多職種で連携し個別課題解決機能、ネットワーク構築機能、地域課題発見

機能、地域づくり・資源開発機能、政策形成機能の５つの機能を持つ会議

を実施します。また、地域ケア個別会議、個別地域ケア会議で検討した地

域課題を、市全域レベル等の地域ケア会議の場で検討できるよう、体制を

整備します。 

 地域ケア個別会議 

医師や薬剤師、管理栄養士、歯科衛生士、リハビリテーション専門職や生

活支援コーディネーターなどの多職種で個別ケースの支援内容を検討し、

高齢者の自立に資するケアマネジメントを行い、対象者の課題解決や自立

支援の促進、生活の質（ＱＯＬ※）の向上を図ります。 

 個別地域ケア会議 

本人や家族と民生委員、社会福祉協議会など関係者が集まり、より身近な

地域で本人を支える支援の方法を検討し、個別課題の解決と地域におけ

るネットワークの構築を図ります。 

 地域ケア会議 

地域ケア個別会議や個別地域ケア会議で抽出された地域課題を日常生

活圏域レベルで検討し、地域のネットワーク構築を図ります。さらに、市全

域レベルによる会議を開催し、情報の共有や資源開発を協議していきま

す。 

⑤ 生活支援サービス

の体制整備 

（介護福祉課） 

生活支援コーディネーターや協議体、就労的活動支援コーディネーターが

中心となり、サービス提供者と利用者とが「支える側」と「支えられる側」と

いう画一的な関係性に陥ることのないよう高齢者の社会参加等を進め、世

代を超えて地域住民が共に支え合う地域づくりを進めます。 

 
生活支援コーディ
ネーターの充実 

生活支援コーディネーターを配置し、地域における多様な主体によるサー

ビスの提供体制の構築や各種組織、団体の連携、調整を行い、高齢者を

支える地域の支え合いの体制の充実を図ります。 

 協議体の充実 
地域資源の把握や情報共有、関係者間のネットワークの構築、連絡調整

組織として、協議体の充実を図ります。 

⑥ 在宅医療・介護の

連携の推進 

（地域福祉連携課） 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分

らしい暮らしを続けることができるよう、地域の医療・介護の関係機関と連

携して、包括的かつ継続的な在宅医療と介護を提供できる体制の構築を

推進します。 

 
地域の医療・介護
の資源の把握 

地域の医療機関や介護事業所のマップを作成し、医療機能情報や介護サ

ービス内容などの連携に有用な項目を把握し、適宜更新を行いながら、関

係者間での共有と活用に向けて周知を図ります。 
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事業名 

（担当課） 
内容 

 

在宅医療・介護連
携の現状の把握と
課題の抽出、対応
策の検討 

備前市在宅医療・介護連携推進協議会において、在宅医療・介護連携の

現状の把握と課題の抽出、対応策の検討を行います。またデータ分析によ

る地域課題の抽出を行い、関連部署や地域の医療・介護関係者等関係機

関と連携を図りながら協議を進めていきます。 

 

切れ目のない在宅
医療と在宅介護の
提供体制の構築推
進 

入院時から、在宅復帰後の医療・介護サービスの利用開始といった一連

の流れを切れ目なく行うための体制の整備に努めます。また、入退院支援

ブックの活用や、緊急時にかかりつけ医以外の医師へ情報提供をすること

ができる「在宅あんしんカプセル」の利用を啓発します。 

 
医療・介護関係者
の情報共有の支援 

在宅療養者の思いを尊重したケアの方向性を共有するため、連携シートを

作成し、活用するとともに、ＩＣＴを活用した情報共有ツール「ケアキャビネッ

ト」の利用を促進します。また、新規利用者の増加を図ります。 

 
在宅医療・介護連
携に関する相談支
援 

地域福祉連携課内に相談窓口を設置し、地域の医療・介護関係者からの

在宅医療・介護連携に関する相談対応や連携の調整、情報提供等を行い

ます。 

 
医療・介護関係者
の研修 

地域の医療・介護関係者の連携を推進するために、多職種参加によるグ

ループワークやミーティング、研修会を開催します。また介護職を対象に、

認知症や看取りへの対応など、医療関連の研修会を実施します。 

 
地域住民への普
及・啓発 

在宅医療と看取りに関することや、かかりつけ医の大切さ、希望する療養

生活を身近な人へ伝えておくことの重要性などを、地域包括支援センター

と連携し、講演会や出前講座、広報紙等を通じて普及・啓発を行います。ま

た、地域全体で身近な医療と介護の資源を知ることの大切さを啓発しま

す。 

 
在宅医療・介護連
携に関する関係市
区町村の連携 

医師会と東備消防が同一エリアとなる和気町と、在宅療養者の救急対応

等について対応の統一化を検討します。また、専門職に対して近隣市町で 

開催する研修への相互参加を促進します。 

⑦ 住まいと生活環境

の整備 

（介護福祉課・地域

福祉連携課・建設

課・市民協働課） 

高齢者が住み慣れた地域で自立した生活が送れるよう、住環境の改善や

日常生活の利便性向上に向けた支援を行います。また、高齢者の住まい

の整備・確保という観点から、介護ニーズの受け皿になっている有料老人

ホーム※及びサービス付き高齢者向け住宅※について県と情報共有を行い

ます。 

 
適切な住宅改修の
促進 

高齢になっても、できるだけ自立した生活を継続するためには、住宅のバ

リアフリー※化など居住する高齢者の状態に合った住宅の改修が必要にな

ります。そこで、住宅改修事業の利用を促進するため、ホームページやパ

ンフレットを活用し継続的に周知するとともに、ケアマネジャーへの情報提

供を行います。 



48 

事業名 

（担当課） 
内容 

 住宅改修支援事業 

住宅改修に関する相談等に対し、情報提供や助言を行うとともに、住宅改

修費の支給申請に必要な理由書を作成した事業所へ経費の助成を行いま

す。需要が減少傾向にありますが、相談があった場合は随時対応します。 

 
高齢者等住宅改造
助成 

介護保険サービスを利用している高齢者等に対して、手すりの取付けやト

イレの改造等高齢者向け住宅改造の助成を行い、在宅生活での自立度を

高め、家族の介護負担軽減を図ります。また、地域包括支援センターや介

護支援専門員などを通じて、制度の周知や利用の啓発を図ります。 

 

高齢者世話付住宅
（シルバーハウジン
グ）生活援助員派
遣事業（再掲） 

県営住宅 20 戸を対象に生活援助員を派遣し、生活指導、生活相談、安否

確認、緊急時の対応や一時的な家事援助等を行うことにより、地域の実情

に応じた高齢者の安心な住まいを確保します。 

 道路等の整備促進 

既設道路・歩道のバリアフリー化による身体的負担の少ない環境の整備を

促進し、安全性・利便性の向上を図ります。また交通弱者の安全を確保す

るため、主要道への歩道整備を促進します。 

 買い物支援 

買い物困難地域に高齢者の見守りと合わせて移動販売サービス支援を行

っています。地域の実情やニーズを踏まえ、地域の関係者と共に販売ルー

トの見直し等を検討し、利便性の向上を図ります。 

 移動支援 

移動が困難な高齢者を対象に福祉有償運送事業や生活交通チケット助成

事業により利便性の向上を図ります。また、地域団体の運営するグリーン

スローモビリティを活用した移動支援は、運営状況等を確認しながら今後

の展開について検討します。 

 
利用しやすい公共
交通の体系整備 

「備前市地域公共交通網形成計画」に基づき、地域の実情や高齢者の生

活動線を分析し、ダイヤ改正を行うなど利用しやすい公共交通の体系を整

備します。 

⑧ 重層的支援体制※

について 

（地域福祉連携

課・介護福祉課・

社会福祉課・子育

て支援課・保健課

他） 

地域の複合・複雑化した福祉課題に対して相談支援、参加支援、地域づく

りに向けた支援を一体的に実施する重層的支援体制の整備を進めます。

このためにも、庁内の福祉分野担当各課における協議や、支援関係機関

との協議を踏まえながら検討を行います。 
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施策２ 認知症高齢者への支援の推進 

国が策定した認知症施策推進大綱に沿って、本市でも、認知症になっても住み慣れた地域で自

分らしく暮らし続けるための「共生」の基盤のもと、通いの場の拡大など「予防」の取組を推進し、

「共生※」と「予防※」を車の両輪として施策を推進します。 

そこで、認知症に対する理解が地域全体に広まるよう、認知症高齢者の方本人による情報発信

をはじめとするあらゆる機会を活用しながら認知症に関する一層の普及・啓発の推進を行うほか、

地域の見守り体制を強化します。 

また、認知症初期集中支援チームや認知症地域支援推進員※との連携を図りながら認知症の早期

発見・早期対応を行うための支援体制の強化を図ります。 

※「共生」とは、認知症の人が、尊厳と希望を持って認知症と共に生きる、また認知症があってもなくても同じ社会

で共に生きる、という意味です。 

※「予防」とは、「認知症になるのを遅らせる」「認知症になっても進行を緩やかにする」という意味です。 

 

事業名 内容 

① 認知症に対する理

解を深めるための

普及啓発の推進と

本人発信支援 

（介護福祉課） 

認知症サポーター※養成講座をはじめ、市民を対象とした講演会・講習会

の開催、広報紙、パンフレット等を通して、認知症に対する正しい理解や接

し方の普及・啓発の推進に取り組みます。また、認知症カフェや認知症本

人ミーティング等の本人発信ができるような環境・機会をつくり、認知症の

人の意見を発信し、本人の視点に立った認知症施策の推進を目指します。 

② 認知症予防の推

進 

（介護福祉課） 

身近な通いの場や認知症予防教室での、生き粋（いきいき）びぜん体操等

の介護予防体操や脳トレのほか、社会参加による社会的孤立の防止を行

うなど、認知症の予防に資する可能性のある活動を推進します。 

③ 医療・ケア・介護

サービス・介護者

への支援 

（介護福祉課） 

認知症の疑いがある人に早期に気づき、早期に継続的・包括的な支援が

提供できるよう、認知症サポート医と連携しながら医療・ケア・介護の連携

ツール「びぜんケアパス」の活用の普及を行います。また、認知症地域支

援推進員を配置するとともに、認知症初期集中支援チームの活動を推進

し、医療機関との連携しやすい体制づくりを進めます。さらに、地域におい

て認知症の方とその家族、地域住民等が交流できる認知症カフェなどの居

場所づくりや、認知症家族会等への支援を行います。 

④ 認知症バリアフリ

ーの推進、社会参

加支援 

（介護福祉課） 

認知症による一人歩き等で行方不明になった場合に早期に発見すること

ができるよう、行方不明になる可能性の高い人を事前に登録する仕組み

や警察や関係機関と連携した見守りネットワークの体制の充実を図るとと

もに、早期発見のための媒体を活用します。また、認知症本人と家族のニ

ーズと認知症サポーターを中心とした支援をつなぐ仕組みのチームオレン

ジ※の整備に向けて取組を進めます。 
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施策３ 高齢者の安全・安心の確保 

高齢者が、住み慣れた地域で安心して生活を続けていくことができるよう、地域一丸となって

つながりの構築や見守り体制の強化を図るとともに、緊急時には素早く的確な支援を行うことが

できるよう、救急医療情報キットの普及に努めます。 

また、市ではこれまでに「備前市地域防災計画」や「備前市新型インフルエンザ等対策行動計

画」に基づき、災害や感染症の感染拡大への対策を整えてきましたが、これまで構築した体制のほ

か、周知啓発、研修、訓練を含めた県、市、関係団体との連携・支援体制や必要物資の備蓄とその

調達ルートの確保が求められます。 

 

事業名 内容 

① 高齢者見守りネッ

トワークの構築

（介護福祉課・地

域福祉連携課） 

高齢者が地域で安心して生活ができるように民生委員・児童委員等による

地域によるネットワークを構築し、支援を必要とする高齢者の早期発見・早

期対応に努めます。また、市と協定を結ぶ民間事業者とも協力し、高齢者等

の見守り体制の充実を図ります。 

② 災害時避難体制

の構築 

（危機管理課・地

域福祉連携課） 

災害発生時の避難体制の構築に向けて、支援が必要と思われる高齢者を

把握する「避難行動要支援者名簿」への登録を働きかけます。また、災害

発生時に要支援者情報の伝達・安否確認・避難誘導などが、正確に行える

よう名簿情報の更新を行うとともに、特に配慮の必要な市民については、

個別支援計画の作成が行えるよう体制整備に努めます。併せて、配慮が

必要な方が災害時に避難できるよう福祉避難所を確保します。 

③ 災害に対する備え 

（介護福祉・地域

福祉連携課） 

県や事業所等と連携し、避難訓練の実施や防災啓発活動、介護事業所等

におけるリスクや、食料、飲料水、生活必需品、燃料その他の物資の備

蓄・調達状況の確認を行います。また、事業所等で策定している災害に関

する具体的計画を定期的に確認し、災害の種類別に避難に要する時間や

避難経路等の確認を促します。さらに、災害発症時においても継続的なサ

ービス提供が維持できるよう関係者の連携体制の構築に努めます。 

④ 救急医療情報キッ

トの配付 

（地域福祉連携

課） 

一人暮らしや健康に不安のある高齢者、高齢者だけになる時間帯がある

世帯等を対象に、救急医療情報キットを配付します。また、配付済みの方

に対して、状況の変化に応じてキットへの記載内容の見直しを行うよう働き

かけます。 

⑤ 感染症に対する備

え 

（介護福祉課・地

域福祉連携課） 

県や事業所等と連携し、感染症発症時に備え、訓練の実施や感染拡大防

止策の周知啓発を行います。また、事業所等の適切な感染防護具、消毒

液その他の感染症対策に必要な物資の備蓄・調達・輸送体制の整備等に

ついて定期的に確認します。さらに、感染症発症時においても継続的サー

ビス提供が維持できるよう関係者の連携体制の構築に努めます。 
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施策４ 権利擁護の推進 

高齢者・障がい者の権利擁護を推進するため、権利擁護に関する制度の啓発活動、相談体制の充

実、関係機関と連携した虐待防止の取組や後見人支援の充実を含めた成年後見制度※の利用促進を

図ります。特に、利用者がメリットを実感できる制度・運用の改善を、中核機関を中心に権利擁護

支援の地域連携ネットワークづくりを推進します。 

また、急増する消費者被害等、防犯対策の推進を図ります。  

 

事業名 内容 

① 権利擁護業務 

(地域福祉連携課) 

中核機関を中心に、高齢者・障がい者の成年後見制度の利用促進に向

け、地域包括支援センターや後見受任団体、家庭裁判所等関係機関との

連携を強化し、権利擁護支援の体制整備を推進します。また、協議会を開

催し、地域の課題を共有して対応・対策について検討・実施していく体制を

整備します。 

② 成年後見制度等

の普及・啓発・利

用促進 

（地域福祉連携課） 

成年後見制度や日常生活自立支援事業について、セミナーや広報紙・パ

ンフレット等を通じて普及・啓発や相談窓口の周知を行い、利用促進や相

談体制の充実に努めます。 

③ 市民後見人の養

成・活動支援 

（地域福祉連携課） 

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けるために、より身近なところで地域

住民による新たな支え合いと成年後見制度の有効活用に向けて、市民後

見人の養成に取り組みます。また、社会福祉協議会と連携をし、市民後見

人が安心して活動できる活動支援に取り組みます。 

④ 高齢者虐待※防止

の推進 

（地域福祉連携課） 

地域住民や関係機関を対象とした高齢者虐待に関する正しい知識や理解

を図る講演会、勉強会を開催します。また、高齢者虐待の早期発見、迅速

な対応を図るため、相談窓口の普及・啓発と各関係機関との連携強化に

努めます。 

⑤ 老人福祉施設等

への措置の支援 

（地域福祉連携課） 

地域包括支援センターや民生委員等関係機関との連携・役割分担をしな

がら、判断能力が低下している一人暮らし高齢者や、家族からの虐待を受

けている高齢者等を把握し、保護の必要のある場合には、老人福祉法に

おける措置を行います。 

⑥ 消費者被害の防

止 

（危機管理課・地

域福祉連携課） 

消費者を取り巻く環境は複雑、多様化し、悪質商法による商品、サービス

に関する相談・苦情が増加しています。高齢者を狙った悪質な訪問販売や

振り込め詐欺などの特殊詐欺被害を防止するため、啓発を行います。ま

た、県消費生活センター等と連携し、被害防止に関する情報の提供と相談

窓口の普及に取り組みます。 
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基本目標４ 介護保険サービスの充実と円滑な運営 

施策１ 介護保険サービスの提供基盤整備 

高齢者ができる限り住み慣れた自宅や地域で生活を続けられ、また、在宅での生活が困難な場

合には居宅・居住系サービスとの調整を図りながら施設サービスが利用できるよう、介護保険サ

ービスの確保・充実に努めます。また、予防給付利用者については、認定度の改善・サービス終了

を目指し、重度化予防と自立支援に向けた自立支援型ケアマネジメントの定着を図ります。なお、

施設系、居住系サービスは施設数も充実していること、入所待機者は一定数いますが大幅に減少

していることから、サービス提供体制は確保されていると考えられ、新たな基盤整備は行いませ

ん。ただし、今後もサービスの提供体制について住民のニーズや人口の変動を考慮しながら、次期

計画以降の基盤整備について検討していきます。また、介護人材の確保・業務の負担軽減にも努

め、介護保険サービスの安定的な供給体制を整備します。 

 

事業名 内容 

① 介護給付サービス

の提供 

（介護福祉課） 

高齢者が要介護状態になっても、できる限り住み慣れた自宅や地域で安

心して生活ができるよう、居宅サービス、地域密着型サービス、施設サー

ビスの提供体制の確保・充実に努めます。 

② 予防給付利用者

への自立支援に

向けたサービス提

供 

（介護福祉課） 

予防給付継続利用者の認定度の改善（要支援２→要支援１、非該当）、又

はサービス終了を目指します。また、重度化要因を明確にするとともに、重

度化予防と自立支援に向けた自立支援型ケアマネジメントの定着を図りま

す。 

③ 人材確保 

（介護福祉課） 

必要な介護サービスの提供を確保するため、関係機関と連携して大学や

専門学校に対する就業の働きかけをするなど就労促進の取組を支援しま

す。また、新たに人材確保に向けた施策を検討しつつ、介護職員ができる

だけ離職せず働き続けることができるよう、人材の定着促進に向けた研修

会等の情報提供や参加を推奨します。 

④ 介護現場の魅力

の発信 

（介護福祉課） 

県と連携しながら地域のモデル施設の取組を介護施設等へ周知します。

また、県と連携しながら新規介護人材の確保及び介護人材の定着支援を

進め、子どもから高齢者まで幅広い世代の地域住民に対して介護現場の

魅力を発信します。 

⑤ 業務効率化の促

進 

（介護福祉課） 

介護分野の文書に係る負担軽減のため、県と連携しながら国が示す方針

に基づく個々の申請様式・添付書類や手続きの簡素化、様式例の活用に

よる標準化等を進めます。 
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施策２ サービスの質の確保・向上 

「介護サービス情報の公表」制度の利用促進や、福祉サービス第三者評価※事業の普及、介護サ

ービス相談員の派遣により、サービスの質を向上させるよう努めます。また、介護支援専門員の資

質の向上など、ケアマネジメント力の向上を支援します。 

 

事業名 内容 

① 事業者による情報

公開の推進 

（介護福祉課） 

介護サービス事業者に対して情報の公表を義務付ける、「介護サービス情

報の公表」制度について、事業者への集団指導の際に説明を行い、情報

公開制度をサービスの質の向上につなげられるように利用を促進します。 

② 福祉サービス第三

者評価事業の推

進 

（介護福祉課） 

事業者自身によるサービスの質の向上を促進するため、県が実施してい

る福祉サービス第三者評価事業について、事業所に啓発し、事業の普及

を図ります。 

③ 利用者の苦情、相

談への対応 

（介護福祉課） 

サービス利用者からの相談、苦情については、利用者と事業者間の調整

や事業者への指導等対応に努め、虐待が疑われるような場合には地域福

祉連携課等関係機関と連携し対応します。 

④ 介護サービス相談

員の派遣 

（介護福祉課） 

介護サービス相談員が、介護サービスが提供されている場を訪ね、利用

者の疑問や不満、不安の解消を図ります。また、市、介護サービス相談

員、派遣サービス提供事業所の３者連絡会議を実施し、意見交換や、情報

共有により、質的向上を図ります。 

⑤ 適切なサービス事

業者の指定 

（介護福祉課） 

地域密着型サービス、地域密着型介護予防サービス事業者の指定にあた

っては、「地域密着型サービス運営委員会」による公平・公正で透明性の

高い審査を経た上で、良質なサービスを提供する適切な事業者を選定しま

す。 

⑥ 事業者への指導・

助言 

（介護福祉課） 

介護保険サービスの質の向上を図るために、介護サービス事業所に対し

専門的な研修の情報提供や研修会の参加を推奨します。また、市の担当

者は研修会等へ参加し、専門知識の習得を図りながら、定期的な実地指

導や集団指導を行い、適正なサービス運営を支援します。 

⑦ 介護支援専門員

への支援 

（介護福祉課） 

ケアマネジャーの集い等において研修会の実施や情報提供に努め、介護

支援専門員の資質の向上を図り、利用者のニーズに応じた適切なケアマ

ネジメントが行われるよう取り組みます。また、介護支援専門員のアセスメ

ント※力向上を支援し、誰もが質の高い支援を受けられることを目指しま

す。 
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施策３ 制度の適正・円滑な運営 

持続可能な介護保険制度を構築するためにも、市が介護給付を必要とする受給者を適切に認定

するとともに、受給者が真に必要とする過不足のないサービスを適切に提供すること、適切なサ

ービスの確保とその結果としての費用の効率化を図ることで介護保険制度への信頼を高めていく

ことが必要です。そこで、介護給付の適正化に向けた各種取組を推進するとともに、利用者負担額

軽減制度の周知に努め、事業者に対しても制度の実施を働きかけます。 

 

事業名 内容 

① 介護給付適正化

（主要５事業） 

（介護福祉課） 

保険給付費の適正化を図り、利用者に適切なサービスを確保していくこと

が重要です。適正化に向けては、要介護認定の平準化に取り組み、公正・

公平で適切な要介護認定がなされるよう努めます。また、引き続き要介護

認定を遅滞なく適正に実施するために必要な体制を計画的に整備します。

さらに、ケアプランチェックによる不適切なプランについて事業所への指

導、医療情報との突合を行うことによる重複請求の把握・過誤修正、住宅

改修・福祉用具貸与等の妥当性の確認、介護給付費通知の送付などによ

り、保険給付費の適正化に努めます。 

 
要介護認定の適正

化 

全ての調査結果を職員により点検し、記載内容に不備がある場合は確認

や指導を行います。また、介護認定調査や介護認定審査の平準化のた

め、定期的に全国や岡山県との傾向比較分析を行います。 

 ケアプラン点検 
サービス利用に偏りがある事例を選定し、点検を行います。また、自立支

援に資するケアマネジメントの考え方を共有し、質の向上を目指します。 

 
住宅改修・福祉用

具の点検 

【住宅改修】 

住宅改修の申請内容を確認し、施工前申請段階で疑義が生じた内容につ

いては、訪問調査等を行います。また、必要に応じてリハビリテーション専

門職と連携し、点検を行います。 

【福祉用具】 

国民健康保険団体連合会の適正化システム（軽度の要介護者に対する福

祉用具貸与品目一覧表）を活用し、福祉用具の必要性や利用状況等につ

いて確認し、必要に応じてケアプラン点検を行います。 

 
縦覧点検・医療情

報との突合 

【縦覧点検】 

国民健康保険団体連合会から提供されるリストを活用し、疑義が生じた内

容について、事業所に確認を行います。 

【医療情報との突合】 

国民健康保険団体連合会から提供される医療情報突合リストを活用し、確

認の必要があるものについて国民健康保険担当部署と連携を図り、サー

ビスの整合性の点検を行います。 
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事業名 内容 

 介護給付費通知 
受給者が自分の利用している介護サービスを確認できるよう、８月末、２月

末に各６箇月分の介護給付費実績の通知を送付します。 

② 社会福祉法人等

による利用者負担

減額措置制度の

促進 

（介護福祉課） 

低所得で生計が困難な利用者の負担を軽減し、介護保険サービスの利用

促進を図ることを目的とした社会福祉法人等による利用者負担額軽減制

度について、引き続き制度の周知に努めます。また、事業者に対しても制

度を実施するよう働きかけます。 
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第５章 介護保険事業の推進 

１ 介護保険サービスについて 

本章では、「第４章 施策の展開」における「基本目標４ 介護保険サービスの充実と円滑な運

営」の中の「施策１ 介護保険サービスの提供基盤整備」で示した各種介護保険サービスの事業

量等を見込みます。介護保険サービスには、居宅などで利用する「居宅サービス」、住み慣れた地

域でサービスを受ける「地域密着型サービス」、施設に入所して利用する「施設サービス」があり

ます。 

 

（１）居宅サービスについて 

居宅サービスは、自宅等で安心・安全に暮らしていくために、居宅で生活する人を対象とした

介護保険の介護サービス全般のことを指します。 

 

サービス名 サービス内容 

 訪問介護（ホーム

ヘルプ） 

 

訪問介護員等が居宅を訪問し、「身体介護」と「生活援助」などの介護や

生活支援と、通院などに利用する介護タクシーへの「乗車・降車の介助」

などの介護を行います。 

 訪問入浴介護 

 介護予防訪問入浴

介護 

自宅の浴槽での入浴が困難な人に対して、入浴設備を備えた移動入浴

車等で居宅を訪問し、入浴の介助を行います。 

 訪問看護 

 介護予防訪問看護 

主治医が必要と認めた在宅の療養者の居宅へ看護師等が訪問し、療養

上の支援や看護を行います。 

 訪問リハビリテー

ション 

 介護予防訪問リハ

ビリテーション 

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が居宅を訪問し、日常動作の

自立や回復のための機能訓練を行います。 

 居宅療養管理指導 

 介護予防居宅療養

管理指導 

要介護・要支援認定※者に対し医師、歯科医師、薬剤師等が計画的に居

宅を訪問し、介護や療養上の指導等を行います。 

 通所介護（デイサ

ービス） 

 

要介護認定者に対し定員が19名以上の通所介護施設で、食事や入浴等

の日常生活上の介助や機能訓練を日帰りで行います。 

 通所リハビリテー

ション（デイケア） 

 介護予防通所リハ

ビリテーション 

介護老人保健施設及び医療機関で心身機能の維持・回復を図るための

リハビリテーションと医療的ケアを行います。 
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サービス名 サービス内容 

 短期入所生活介護

（ショートステイ） 

 介護予防短期入所

生活介護 

介護老人福祉施設等に短期間入所し、入浴、食事、排泄など日常生活上

の介護や機能訓練等を行うもので、要介護者やその家族にとって在宅介

護を支えるうえで重要なサービスです。 

 短期入所療養介護 

 介護予防短期入所

療養介護 

介護老人保健施設等に短期間入所して、要介護・要支援認定者が医学

的な管理のもとで、入浴、排泄、食事などの介護や看護、機能訓練等を

行います。 

 福祉用具貸与 

 介護予防福祉用具

貸与 

日常生活を容易に過ごせるよう、また介護者の負担軽減を図るために要

介護認定者に対し車いす、ベッド、歩行支援具等の介護用品の貸与を行

います。介護予防福祉用具貸与は、要支援認定者に対し介護予防を目

的とした手すり、スロープ、歩行支援具等の貸与を行います。 

 特定福祉用具購入

費 

 特定介護予防福祉

用具購入費 

要介護・要支援認定者に「腰掛便座」、「特殊尿器」、「入浴補助用具」、

「簡易浴槽」等の貸与に適さない排せつや入浴時に使用する特定（介護

予防）福祉用具の購入費の支給を行います。 

 住宅改修費 

 介護予防住宅改修

費 

居宅における安全な生活を確保し暮らしやすくするために、要介護・要支

援認定者が「手すりの取付け」、「段差の解消」、「滑りの防止及び移動の

円滑化等のための床または通路面の材料の変更」、「引き戸等への扉の

取替え」、「洋式便器への取替え」等、その他これらの工事に付帯して必

要となる住宅改修を行った場合の費用について支給を行います。 

 特定施設入居者生

活介護 

 介護予防特定施設

入居者生活介護 

要介護・要支援認定を受けている有料老人ホームや介護対応型軽費老

人ホーム（ケアハウス）の入所者に、入浴、排泄、食事等の介護や日常生

活上の支援を行います。 

 居宅介護支援 

 介護予防支援 

要介護・要支援認定者が、居宅で自立した日常生活を送ることができるよ

うに利用者の心身の状況や、生活環境に応じたサービスを利用するため

のケアプランの作成や、サービス提供事業者との連絡調整等を行いま

す。介護予防支援は、要支援認定者が介護予防サービス等を利用する

際に、介護予防サービス計画（介護予防ケアプラン）の作成やサービス提

供事業者との連絡調整等の支援を受けるサービスで、包括的なケアマネ

ジメントは地域包括支援センターで行います。 
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（２）地域密着型サービスについて 

地域密着型サービスは、認知症高齢者や中重度の要介護高齢者等が、できる限り住み慣れた地

域で生活が継続できるように、市指定の事業者が地域住民に提供するサービスです。 

 

サービス名 サービス内容 

 地域密着型通所

介護（デイサービ

ス） 

定員が18人以下の通所介護施設です。要介護認定者に対し食事や入浴等

の日常生活上の介助や機能訓練を日帰りで行います。 

 小規模多機能型

居宅介護 

 介護予防小規模

多機能型居宅介

護 

利用者の選択に応じ、施設への「通い」を中心に、短期の「宿泊」、居宅への

「訪問」を組み合わせ、家庭的な環境と地域との交流のもとで日常生活上の

支援や機能訓練等多機能なサービスを提供することで、利用者が可能な限

り在宅で自立した生活が送れるよう支援するものです。 

 認知症対応型共

同生活介護（グ

ループホーム） 

 介護予防認知症

対応型共同生活

介護 

認知症の人に家庭的な環境と地域の交流のもとで、食事や入浴などの日

常生活上の支援や機能訓練などのサービスを提供し、可能な限り自立した

日常生活を送ることができるよう支援するものです。 

 地域密着型介護

老人福祉施設入

所者生活介護

（特別養護老人

ホーム） 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は、定員が29人以下の特

別養護老人ホームに入所している、原則要介護３以上の利用者に対して、

入浴、排せつ、食事等の介護、その他の日常生活上の世話、機能訓練、健

康管理及び療養上の世話を行うものです。 
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（３）施設サービスについて 

介護保険制度が定める施設に入所し、施設の中で終日介護を受けることができるサービスで、

原則として要介護３以上の方（介護老人保健施設は要介護１以上）が対象となっています。 

 

サービス名 サービス内容 

 介護老人福祉施

設（特別養護老

人ホーム） 

居宅で適切な介護を受けることが困難な要介護認定者が入所して、入浴・

排せつ・食事等の介護、その他日常生活上の支援、機能訓練等を受けるサ

ービスです。 

 介護老人保健施

設 

症状が安定した状態の要介護認定者が、在宅復帰を目的として入所する施

設で、看護、医学的な管理の下での介護、機能訓練、その他必要な医療並

びに日常生活上の支援等を行います。入所期間は、リハビリをして自宅に

戻るための施設であることから、原則3ヶ月とされていますが、在宅への復

帰が難しい等の場合、入所期間が長期に亘ることもあります。 

 介護医療院 
「日常的な医学管理が必要な重介護者の受入れ」や「看取り・ターミナル」等

の機能と「生活施設」としての機能を兼ね備えた介護保険施設※です。 

 介護療養型医療

施設 

療養病床※等を有する病院または診療所に入院する要介護者に対し、療養

上の管理、看護、医学的管理下での介護、日常生活上の世話、機能訓練、

必要な医療を行う施設です 
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２ 第７期計画における事業量等の見込みと実績 

「備前市高齢者保健福祉計画・備前市第７期介護保険事業計画」の策定時に、平成 30 年度から

令和２年度までの高齢者数・要介護認定者数、介護給付費・予防給付費などを見込み、介護保険事

業を運営してきました。そこで、計画値と実績値から対計画比を算出し、どの程度計画どおりに取

り組むことができたかを評価し、今後の方針検討に活用します。 

 

（１）要支援・要介護認定者の状況 

平成 30 年度は第１号被保険者数・要介護認定者数・要介護認定率は、実績値が計画値をわず

かに下回り、令和元年度は第１号被保険者数がわずかに上回りましたが、ほぼ見込どおりとなり

ました。 

図表 要支援・要介護認定者の計画値・実績値・対計画比 

 

 

（２）総給付費とサービス系列別給付費の状況 

平成 30 年度・令和元年度共に、全体的に実績値が計画値を大きく下回りました。 

 

図表 総給付費とサービス系列別給付費の計画値・実績値・対計画比 

 
 

  

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

第1号被保険者数 人 13,117 13,028 13,105 13,042 99.9% 100.1%

要介護認定者数 人 2,243 2,271 2,200 2,193 98.1% 96.6%

要介護認定率 ％ 17.1 17.4 16.8 16.8 98.2% 96.5%

計画値 実績値 対計画比
項目 単位

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

総給付費 千円 3,562,429 3,684,299 3,141,945 3,203,297 88.2% 86.9%

居宅サービス 千円 1,433,907 1,498,119 1,250,198 1,260,697 87.2% 84.2%

地域密着型サービス 千円 888,082 924,502 765,585 805,845 86.2% 87.2%

施設サービス 千円 1,240,440 1,261,678 1,126,163 1,136,755 90.8% 90.1%

項目 単位
計画値 実績値 対計画比
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①居宅サービスの内訳 

利用者数について、令和元年度で訪問リハビリテーションと通所リハビリテーションは計画値

を上回りました。 

１人１月あたり利用日数・回数について、要支援では令和元年度を見ると、短期入所生活介護以

外のサービスで実績値が計画値を下回り、要介護では訪問入浴介護・訪問看護で実績値が計画値

を大きく下回っています。 

給付費について、平成 30 年度・令和元年度を見ると、ほとんどのサービスで実績値が計画値

を下回りました。特に、訪問入浴介護・訪問看護・通所介護・短期入所生活介護・短期入所療養介

護（老健）・短期入所療養介護（病院等）・特定福祉用具販売・住宅改修・特定施設入居者生活介護

で実績値が計画値を大きく下回りました。 

 

図表 居宅サービス利用者数の計画値・実績値・対計画比 

 

  

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

訪問介護 人 2,592 2,664 2,502 2,408 96.5% 90.4%

訪問入浴介護 人 156 168 77 83 49.4% 49.4%

訪問看護 人 1,044 1,104 933 881 89.4% 79.8%

訪問リハビリテーション 人 600 684 594 696 99.0% 101.8%

居宅療養管理指導 人 2,484 2,640 2,212 2,151 89.0% 81.5%

通所介護 人 3,336 3,396 2,945 2,761 88.3% 81.3%

通所リハビリテーション 人 3,288 3,420 3,445 3,829 104.8% 112.0%

短期入所生活介護 人 1,776 1,956 1,357 1,331 76.4% 68.0%

短期入所療養介護（老健） 人 312 396 202 213 64.7% 53.8%

短期入所療養介護（病院等） 人 12 24 0 0 0.0% 0.0%

福祉用具貸与 人 6,804 7,128 6,283 6,414 92.3% 90.0%

特定福祉用具販売 人 216 240 152 179 70.4% 74.6%

住宅改修 人 216 228 157 149 72.7% 65.4%

特定施設入居者生活介護 人 2,004 2,064 1,746 1,717 87.1% 83.2%

介護予防支援・居宅介護支援 人 11,580 11,772 10,589 10,703 91.4% 90.9%

項目 単位
計画値 実績値 対計画比
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図表 居宅サービス１人１月あたり利用日数・回数（要支援）の計画値・実績値・対計画比 

 
 

図表 居宅サービス１人１月あたり利用日数・回数（要介護）の計画値・実績値・対計画比 

 
 

図表 居宅サービス給付費の計画値・実績値・対計画比 

 
 

  

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

訪問入浴介護 回 0.0 0.0 0.0 7.2 - -

訪問看護 回 7.1 7.3 7.3 7.0 101.8% 96.2%

訪問リハビリテーション 回 10.6 10.6 10.1 9.0 95.0% 84.8%

短期入所生活介護 日 7.0 7.1 6.6 7.3 93.0% 102.8%

短期入所療養介護（老健） 日 4.9 4.9 5.2 3.4 105.5% 68.9%

短期入所療養介護（病院等） 日 0.0 0.0 0.0 0.0 - -

項目 単位
計画値 実績値 対計画比

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

訪問介護 回 27.4 27.8 27.2 28.4 99.1% 102.1%

訪問入浴介護 回 6.6 6.6 5.8 3.8 89.2% 58.3%

訪問看護 回 11.9 11.8 9.2 8.9 77.9% 75.6%

訪問リハビリテーション 回 11.6 11.7 11.0 11.0 94.2% 93.8%

通所介護 回 11.0 11.0 11.2 11.0 101.5% 100.7%

通所リハビリテーション 回 9.4 9.3 9.2 8.9 98.8% 95.4%

短期入所生活介護 日 9.4 9.5 9.4 10.9 99.9% 114.7%

短期入所療養介護（老健） 日 8.0 8.0 8.3 7.8 104.1% 97.3%

短期入所療養介護（病院等） 日 12.3 12.3 0.0 0.0 - -

項目 単位
計画値 実績値 対計画比

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

訪問介護 千円 187,648 195,529 184,780 188,242 98.5% 96.3%

訪問入浴介護 千円 12,083 13,080 5,491 3,989 45.4% 30.5%

訪問看護 千円 43,262 45,069 32,614 30,378 75.4% 67.4%

訪問リハビリテーション 千円 18,971 21,684 18,284 21,213 96.4% 97.8%

居宅療養管理指導 千円 20,039 21,315 18,349 18,559 91.6% 87.1%

通所介護 千円 261,993 267,569 227,484 215,106 86.8% 80.4%

通所リハビリテーション 千円 204,192 211,835 197,223 212,040 96.6% 100.1%

短期入所生活介護 千円 124,629 139,218 93,254 101,016 74.8% 72.6%

短期入所療養介護（老健） 千円 23,007 29,594 15,994 16,141 69.5% 54.5%

短期入所療養介護（病院等） 千円 1,928 3,857 0 0 0.0% 0.0%

福祉用具貸与 千円 83,677 87,861 76,286 74,240 91.2% 84.5%

特定福祉用具販売 千円 7,171 7,887 5,094 5,474 71.0% 69.4%

住宅改修 千円 22,855 24,091 15,240 12,956 66.7% 53.8%

特定施設入居者生活介護 千円 304,929 310,028 250,909 251,699 82.3% 81.2%

介護予防支援・居宅介護支援 千円 117,523 119,502 109,195 109,643 92.9% 91.8%

単位
計画値 実績値 対計画比

項目
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②地域密着型サービスの内訳 

利用者数・給付費共に、平成 30 年度・令和元年度を見ると、全体的に実績値が計画値を下回っ

ています。 

給付費は、令和元年度には、地域密着型通所介護と小規模多機能型居宅介護では実績値は計画

値の 8 割に達しませんでした。 

 

図表 地域密着型サービス利用者数の計画値・実績値・対計画比 

 
 

図表 地域密着型サービス給付費の計画値・実績値・対計画比 

 
 

  

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

人 0 0 22 12 - -

夜間対応型訪問介護 人 0 0 0 0 - -

地域密着型通所介護 人 1,548 1,656 1,412 1,436 91.2% 86.7%

認知症対応型通所介護 人 0 0 0 0 - -

小規模多機能型居宅介護 人 1,188 1,296 897 827 75.5% 63.8%

認知症対応型共同生活介護 人 816 840 748 789 91.7% 93.9%

地域密着型特定施設入居者生
活介護

人 0 0 0 0 - -

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

人 1,524 1,524 1,274 1,442 83.6% 94.6%

看護小規模多機能型居宅介護 人 0 0 0 0 - -

項目 単位
計画値 実績値 対計画比

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護

千円 0 0 3,137 2,943 - -

夜間対応型訪問介護 千円 0 0 0 0 - -

地域密着型通所介護 千円 151,771 167,444 137,291 130,993 90.5% 78.2%

認知症対応型通所介護 千円 0 0 0 0 - -

小規模多機能型居宅介護 千円 155,277 169,747 134,560 125,801 86.7% 74.1%

認知症対応型共同生活介護 千円 192,038 198,141 173,134 174,517 90.2% 88.1%

地域密着型特定施設入居者生
活介護

千円 0 0 0 0 - -

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

千円 388,996 389,170 317,463 371,590 81.6% 95.5%

看護小規模多機能型居宅介護 千円 0 0 0 0 - -

項目 単位
計画値 実績値 対計画比
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③施設サービスの内訳 

利用者数・給付費共に、平成 30 年度・令和元年度を見ると、どのサービスも計画値を下回りま

した。給付費では、介護老人福祉施設の実績値が計画値の 85.1％となりました。 

 

図表 施設サービス利用者数の計画値・実績値・対計画比 

 
 

図表 施設サービス給付費の計画値・実績値・対計画比 

 
  

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

介護老人福祉施設 人 2,880 2,880 2,505 2,374 87.0% 82.4%

介護老人保健施設 人 2,208 2,268 2,097 2,104 95.0% 92.8%

介護医療院 人 0 0 7 41 - -

介護療養型医療施設 人 24 36 6 1 25.0% 2.8%

項目 単位
計画値 実績値 対計画比

平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度 平成30年度 令和元年度

介護老人福祉施設 千円 680,329 680,634 602,106 578,921 88.5% 85.1%

介護老人保健施設 千円 550,490 566,606 518,962 540,709 94.3% 95.4%

介護医療院 千円 0 0 3,010 17,093 - -

介護療養型医療施設 千円 9,621 14,438 2,085 32 21.7% 0.2%

項目 単位
計画値 実績値 対計画比
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３ 第８期計画における事業量の見込み 

（１）要支援・要介護認定者等の推計 

①第１号被保険者数の推計 

第８期計画期間中の第１号被保険者数は、毎年若干減少しながら 12,000 人台で推移する見込

みです。 

 

図表 第１号被保険者数の推計 

 
出典：（平成 28年～令和２年）備前市「住民基本台帳」、（令和３年～）住民基本台帳平成 28 年か

ら令和元年各年９月末時点（令和２年のみ３月末）を基準に、コーホート変化率法による推計 

 

②要支援・要介護認定者数の推計 

第８期計画期間中の要支援・要介護認定者数は、毎年若干増加しながら 2,200 人台で推移する

見込みです。 

 

図表 要支援・要介護認定者数の推計（第１号被保険者） 

 
出典：地域包括ケア「見える化」システムより作成  
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（２）居宅サービスの見込み 

居宅サービスの事業量・給付費の見込みは以下のとおりです。要支援・要介護認定者の増加が見

込まれることから、居宅サービスのニーズも高まると予測されるため、令和２年度の実績と同等、

またはそれ以上の利用人数を見込みます。 

図表 居宅サービスの事業量見込み 

  

実績見込

単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和22年度

介護予防サービス

介護予防訪問入浴介護 回数 46.8 31.2 46.8 62.4 78.0 93.6

人数 3 2 3 4 5 6

介護予防訪問看護 回数 156.6 133.2 147.3 161.4 161.4 175.5

人数 18 19 21 23 23 25

介護予防訪問リハビリテーション 回数 147.7 134.1 143.6 160.5 170.0 177.4

人数 18 15 16 18 19 20

介護予防居宅療養管理指導 人数 37 20 22 24 25 26

介護予防通所リハビリテーション 人数 136 140 156 165 167 170

介護予防短期入所生活介護 日数 74.4 86.4 114.1 141.8 153.2 176.0

人数 14 16 21 26 28 32

介護予防短期入所療養介護（老健） 日数 0.0 4.6 9.2 13.8 16.1 16.1

人数 0 2 4 6 8 10

介護予防短期入所療養介護（病院等） 日数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数 0 0 0 0 0 0

介護予防短期入所療養介護(介護医療院) 日数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数 0 0 0 0 0 0

介護予防福祉用具貸与 人数 171 164 174 159 159 159

特定介護予防福祉用具購入費 人数 5 7 8 9 10 11

介護予防住宅改修 人数 6 9 10 11 11 11

介護予防特定施設入居者生活介護 人数 42 49 49 50 51 57

介護予防支援 人数 262 275 285 300 300 300

居宅サービス

訪問介護 回数 5,609.1 6,156.0 6,360.4 6,404.5 6,397.7 7,374.6

人数 203 215 222 226 228 250

訪問入浴介護 回数 29 20.8 24.3 26.9 26.0 30.3

人数 11 7 8 9 9 10

訪問看護 回数 658.6 746.6 780.5 827.3 827.3 976.8

人数 64 69 72 76 76 88

訪問リハビリテーション 回数 563.3 663.0 701.0 712.2 697.4 806.8

人数 46 50 53 54 53 61

居宅療養管理指導 人数 167 166 171 180 180 189

通所介護 回数 2,766 2,897.5 3,010.4 3,123.2 3,135.9 3,369.6

人数 240 250 260 270 271 292

通所リハビリテーション 回数 1,606.1 1,803.4 1,955.4 2,092.0 2,115.0 2,160.4

人数 189 215 235 252 255 261

短期入所生活介護 日数 1,041.4 1,164.5 1,219.0 1,272.1 1,296.4 1,334.8

人数 88 105 110 115 117 121

短期入所療養介護（老健） 日数 107.5 151.2 156.7 185.3 185.3 199.4

人数 11 20 22 26 26 31

短期入所療養介護（病院等） 日数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数 0 0 0 0 0 0

短期入所療養介護(介護医療院) 日数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数 0 0 0 0 0 0

福祉用具貸与 人数 394 419 423 436 435 461

特定福祉用具購入費 人数 5 11 13 15 18 19

住宅改修費 人数 4 9 10 11 11 11

特定施設入居者生活介護 人数 113 120 125 128 131 139

居宅介護支援 人数 629 674 716 720 721 735

計画値
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図表 居宅サービスの給付費見込み 

 

  

実績見込

単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和22年度

介護予防サービス

介護予防訪問入浴介護 千円 4,781 3,207 4,813 6,417 8,022 9,626

介護予防訪問看護 千円 6,311 5,316 5,886 6,453 6,453 7,019

介護予防訪問リハビリテーション 千円 5,144 4,619 4,946 5,533 5,858 6,121

介護予防居宅療養管理指導 千円 3,753 2,092 2,302 2,549 2,635 2,721

介護予防通所リハビリテーション 千円 50,722 51,170 57,271 60,673 61,183 62,170

介護予防短期入所生活介護 千円 5,483 6,225 8,152 10,076 10,836 12,355

介護予防短期入所療養介護（老健） 千円 0 362 724 1,086 1,267 1,267

介護予防短期入所療養介護（病院等） 千円 0 0 0 0 0 0

介護予防短期入所療養介護(介護医療院) 千円 0 0 0 0 0 0

介護予防福祉用具貸与 千円 11,995 11,562 12,267 11,218 11,218 11,218

特定介護予防福祉用具購入費 千円 1,826 2,579 2,900 3,221 3,542 3,863

介護予防住宅改修 千円 5,701 8,508 9,502 10,495 10,495 10,495

介護予防特定施設入居者生活介護 千円 38,960 45,503 45,528 46,167 47,265 52,475

介護予防支援 千円 13,978 14,762 15,308 16,114 16,114 16,114

居宅サービス

訪問介護 千円 184,578 203,596 210,258 211,238 210,054 243,394

訪問入浴介護 千円 4,282 3,059 3,592 3,980 3,838 4,426

訪問看護 千円 32,363 37,194 38,597 40,893 40,893 48,772

訪問リハビリテーション 千円 22,750 22,867 24,191 24,569 24,050 27,826

居宅療養管理指導 千円 18,620 18,802 19,385 20,392 20,392 21,451

通所介護 千円 229,858 241,558 252,041 262,965 264,046 286,934

通所リハビリテーション 千円 157,944 182,041 201,032 215,716 218,490 224,023

短期入所生活介護 千円 95,003 106,231 111,655 116,802 118,841 122,889

短期入所療養介護（老健） 千円 11,991 18,201 18,903 21,471 21,471 23,155

短期入所療養介護（病院等） 千円 0 0 0 0 0 0

短期入所療養介護(介護医療院) 千円 0 0 0 0 0 0

福祉用具貸与 千円 60,148 66,018 66,412 68,723 67,985 72,417

特定福祉用具購入費 千円 2,005 4,515 5,351 6,186 7,348 7,848

住宅改修費 千円 4,391 8,574 9,189 9,804 9,804 9,804

特定施設入居者生活介護 千円 239,727 256,225 267,922 274,817 282,697 301,167

居宅介護支援 千円 94,574 102,227 108,403 108,903 109,044 111,236

計画値
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（３）地域密着型サービスの見込み 

地域密着型サービスの事業量・給付費の見込みは以下のとおりです。要支援・要介護認定者の増

加や、一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の増加に対応するため、小規模多機能型居宅介護と

地域密着型通所介護等、居宅サービスは増加で見込みます。また、認知症対応型共同生活介護と地

域密着型老人福祉施設入所者生活介護は、必要利用定員総数の変更がないことから、令和２年度

の実績とおおむね同等を見込みます。 

 

図表 地域密着型サービスの事業量見込み 

 

 

図表 地域密着型サービスの給付費見込み 

 

  

実績見込

単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和22年度

地域密着型介護予防サービス

介護予防認知症対応型通所介護 回数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数 0 0 0 0 0 0

介護予防小規模多機能型居宅介護 人数 16 21 23 25 26 27

介護予防認知症対応型共同生活介護 人数 0 1 1 1 1 1

地域密着型サービス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人数 1 2 2 2 2 2

夜間対応型訪問介護 人数 0 0 0 0 0 0

地域密着型通所介護 回数 1,154.3 1,399.8 1,413.7 1,455.4 1,469.3 1,528.9

人数 81 96 97 100 101 105

認知症対応型通所介護 回数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数 0 0 0 0 0 0

小規模多機能型居宅介護 人数 48 60 62 64 65 68

認知症対応型共同生活介護 人数 66 70 70 70 70 70

地域密着型特定施設入居者生活介護 人数 0 0 0 0 0 0

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人数 118 127 127 127 127 127

看護小規模多機能型居宅介護 人数 0 0 0 0 0 0

計画値

実績見込

単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和22年度

地域密着型介護予防サービス

介護予防認知症対応型通所介護 千円 0 0 0 0 0 0

介護予防小規模多機能型居宅介護 千円 11,634 15,549 17,021 18,485 19,031 19,577

介護予防認知症対応型共同生活介護 千円 0 2,719 2,720 2,720 2,720 2,720

地域密着型サービス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 千円 2,062 4,782 4,784 4,784 4,784 4,784

夜間対応型訪問介護 千円 0 0 0 0 0 0

地域密着型通所介護 千円 108,171 134,853 136,087 139,567 140,727 147,067

認知症対応型通所介護 千円 0 0 0 0 0 0

小規模多機能型居宅介護 千円 103,134 137,553 141,003 147,372 148,785 156,519

認知症対応型共同生活介護 千円 175,592 187,923 188,027 188,027 188,027 188,027

地域密着型特定施設入居者生活介護 千円 0 0 0 0 0 0

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 千円 366,395 392,393 392,611 392,611 392,611 392,611

看護小規模多機能型居宅介護 千円 0 0 0 0 0 0

計画値
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図表 地域密着型サービスの量の見込み（圏域別） 

 
  

実績見込

圏域 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和7年度 令和22年度

地域密着型介護予防サービス

介護予防認知症対応型通所介護 千円 0 0 0 0 0 0

回数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数 0 0 0 0 0 0

千円 7,756 10,366 11,347 12,323 12,687 13,051

人数 11 14 15 17 17 18

千円 0 0 0 0 0 0

人数 0 0 0 0 0 0

千円 3,878 5,183 5,674 6,162 6,344 6,526

人数 5 7 8 8 9 9

介護予防認知症対応型共同生活介護 千円 0 2,719 2,720 2,720 2,720 2,720

人数 0 1 1 1 1 1

地域密着型サービス

千円 2,062 4,782 4,784 4,784 4,784 4,784

人数 1 2 2 2 2 2

千円 0 0 0 0 0 0

人数 0 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0 0

人数 0 0 0 0 0 0

千円 61,812 77,059 77,764 79,753 80,415 84,038

回数 659.6 799.9 807.8 831.7 839.6 873.7

人数 46 55 55 57 58 60

千円 46,359 57,794 58,323 59,814 60,312 63,029

回数 494.7 599.9 605.9 623.7 629.7 655.2

人数 35 41 42 43 43 45

千円 0 0 0 0 0 0

回数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数 0 0 0 0 0 0

認知症対応型通所介護 千円 0 0 0 0 0 0

回数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数 0 0 0 0 0 0

千円 68,756 91,702 94,002 98,248 99,190 104,346

人数 32 40 41 43 43 45

千円 0 0 0 0 0 0

人数 0 0 0 0 0 0

千円 34,378 45,851 47,001 49,124 49,595 52,173

人数 16 20 21 21 22 23

千円 89,033 95,285 95,338 95,338 95,338 95,338

人数 33 35 35 35 35 35

千円 44,516 47,642 47,669 47,669 47,669 47,669

人数 17 18 18 18 18 18

千円 42,043 44,996 45,021 45,021 45,021 45,021

人数 16 17 17 17 17 17

地域密着型特定施設入居者生活介護 千円 0 0 0 0 0 0

人数 0 0 0 0 0 0

千円 167,330 179,203 179,303 179,303 179,303 179,303

人数 54 58 58 58 58 58

千円 57,700 61,794 61,829 61,829 61,829 61,829

人数 19 20 20 20 20 20

千円 141,365 151,396 151,480 151,480 151,480 151,480

人数 46 49 49 49 49 49

看護小規模多機能型居宅介護 千円 0 0 0 0 0 0

人数 0 0 0 0 0 0

認知症対応型共同生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護

南・
東・
北

南

東

北

地域密着型通所介護

南
小規模多機能型居宅介護

東

北

南

東

北

介護予防小規模多機能型居宅介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

東・北

南

南・
東・
北

南・
東・
北

計画値

南・
東・
北

南

東

北

南・
東・
北

南

東

北

南・
東・
北
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地域密着型サービスの必要利用定員総数 

市では第８期計画期間中の地域密着型サービスの必要利用定員総数を、圏域ごとに次のとお

り定めます。 

 

図表 地域密着型サービスの必要利用定員総数 

 

  

実績

単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

施設 4 4 4 4

定員 36 36 36 36

施設 0 0 0 0

定員 0 0 0 0

施設 2 2 2 2

定員 58 58 58 58

施設 2 2 2 2

定員 18 18 18 18

施設 0 0 0 0

定員 0 0 0 0

施設 1 1 1 1

定員 20 20 20 20

施設 2 2 2 2

定員 17 17 17 17

施設 0 0 0 0

定員 0 0 0 0

施設 2 2 2 2

定員 49 49 49 49

施設 8 8 8 8

定員 71 71 71 71

施設 0 0 0 0

定員 0 0 0 0

施設 5 5 5 5

定員 127 127 127 127

計画値

備前北

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

圏域 サービス区分

備前東

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

備前南

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

市全域

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
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（４）施設サービスの見込み 

施設サービスの事業量・給付費の事業量・給付費の見込みは以下のとおりです。今後は、要支

援・要介護認定者の増加や、現状推移を勘案して、利用人数、サービス量を見込みます。 

 

図表 施設サービスの事業量見込み 

 
 

図表 施設サービスの給付費見込み 

 

 

介護保険外施設サービスの見込み 

介護保険サービス外の市内の高齢者福祉に関する施設については、以下のように見込みます。 

 

図表 介護保険外施設サービスの見込み 

 

 

  

実績見込

単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和22年度

施設サービス

介護老人福祉施設 人数 198 210 220 231 231 231

介護老人保健施設 人数 185 198 208 218 218 218

介護医療院 人数 9 7 7 7 7 8

介護療養型医療施設 人数 0 0 0 0

計画値

実績見込

単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和22年度

施設サービス

介護老人福祉施設 千円 587,533 624,475 652,775 683,564 683,564 683,564

介護老人保健施設 千円 591,921 638,108 670,480 702,498 702,498 702,498

介護医療院 千円 44,145 33,879 33,898 33,898 33,898 38,636

介護療養型医療施設 千円 0 0 0 0

計画値

実績

単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

施設 2 2 2 2

定員 100 100 100 100

施設 1 1 1 1

定員 52 52 52 52

施設 0 0 0 0

施設 0 0 0 0

施設 0 0 0 0

施設 6 6 6 6

定員 70 70 70 70

施設 4 4 4 4

定員 45 45 45 45

計画値

圏域 サービス区分

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

市全域 在宅介護支援センター

有料老人ホーム

サービス付き高齢者向け住宅

老人福祉センター

生活支援ハウス
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（５）総給付費の見込み 

総給付費は令和２年度以降増加を続ける見込みです。令和２年度から令和５年度にかけては、

5.5 億円程度の増加を想定しています。 

 

図表 総給付費の見込み 

 
  

3,297,474 

3,599,247 
3,745,936 

3,879,987 3,900,486 
4,036,789 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

4,500,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和22年度

（千円）
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（６）地域支援事業量の見込み 

地域支援事業量の見込みは以下のとおりとなっています。 

 

図表 地域支援事業量の見込み 

 
  

実績見込

単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和22年度

介護予防・日常生活支援総合事業

訪問介護相当サービス 千円 24,663 24,688 24,700 25,172 25,358 23,752

人数 111 112 112 115 113 101

訪問型サービスA 千円 0 0 0 0 0 0

人数 0 0 0 0 0 0

訪問型サービスB 千円 90 120 225 300 96 82

訪問型サービスC 千円 0 0 0 0 0 0

訪問型サービスD 千円 0 0 0 0 0 0

訪問型サービス(その他) 千円 0 0 0 0 0 0

通所介護相当サービス 千円 36,334 37,109 37,692 37,940 38,447 37,169

人数 143 146 142 150 150 142

通所型サービスA 千円 5,145 5,656 6,504 7,412 5,563 5,592

人数 39 43 50 56 42 40

通所型サービスB 千円 0 0 0 0 0 0

通所型サービスC 千円 1,215 1,500 1,800 2,100 1,296 1,110

通所型サービス(その他) 千円 0 0 0 0 0 0

栄養改善や見守りを目的とした配食 千円 0 0 0 0 0 0

定期的な安否確認、緊急時の対応、住民ボラ
ンティア等の見守り 千円 0 0 0 0 0 0

その他、訪問型サービス・通所型サービスの
一体的提供等 千円 0 0 0 0 0 0

介護予防ケアマネジメント 千円 2,156 2,303 2,500 2,600 2,299 1,970

介護予防把握事業 千円 11,623 12,000 12,500 12,800 12,396 10,623

介護予防普及啓発事業 千円 11,623 12,000 12,500 12,800 12,396 10,623

地域介護予防活動支援事業 千円 11,623 12,000 12,500 12,800 12,396 10,623

一般介護予防事業評価事業 千円 0 0 0 0 0 0

地域リハビリテーション活動支援事業 千円 0 0 0 0 0 0

上記以外の介護予防・日常生活総合事業 千円 0 0 0 0 0 0

包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及び任意事業

包括的支援事業(地域包括支援センターの運
営)

千円 33,000 34,500 35,200 36,500 39,575 34,027

任意事業 千円 16,000 16,500 17,300 18,000 15,444 13,279

包括的支援事業（社会保障充実分）

在宅医療・介護連携推進事業 千円 613 710 780 800 613 613

生活支援体制整備事業 千円 8,478 8,478 8,478 8,478 8,478 8,478

認知症初期集中支援推進事業 千円 5,757 6,000 6,050 6,200 5,757 5,757

認知症地域支援・ケア向上事業 千円 5,757 6,000 6,050 6,200 5,757 5,757

認知症サポーター活動促進・地域づくり推進
事業 千円 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

地域ケア会議推進事業 千円 696 696 696 696 696 696

千円 104,473 107,375 110,921 113,923 110,245 101,545

千円 49,000 51,000 52,500 54,500 55,018 47,306

千円 22,300 22,884 23,054 23,374 22,300 22,300

千円 175,773 181,259 186,475 191,797 187,564 171,151

包括的支援事業（社会保障充実分）

合計

計画値

介護予防・日常生活支援総合事業費

包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及
び任意事業費
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４ 介護保険料の算定 

市では第７期計画におけるサービス利用実績をもとに、本計画期間におけるサービス提供に必要

な金額を国から示された「地域包括ケア『見える化』システム」で算定し、第１号被保険者の介護

保険料基準額を算出しました。 

 

（１）財源構成 

介護保険事業の給付費として第１号被保険者の負担は、介護給付費の 23％となり、第２号被保

険者は 27％で、介護保険費用の半分が被保険者の負担となります。施設サービスとそれ以外では、

県や国の負担する割合が異なります。また、国負担部分のうち５％に当たる額は、市町村間の財政

力格差を調整するための「調整交付金」として交付されます。 

地域支援事業については、介護予防・日常生活支援総合事業は介護保険給付費（施設サービス以

外の給付費）と同様の負担割合となり、包括的支援事業・任意事業は第２号被保険者の負担がな

く、公費負担が 77.0％、第１号被保険者の負担割合が 23.0％となります。 

 

図表 介護保険及び地域支援事業の財源構成 

 

 

  

第１号

被保険者,

23.0%

備前市, 

19.25%

岡山県, 

19.25%

国,

38.5%

第１号

被保険者,

23.0%

第２号

被保険者, 

27.0%
備前市, 

12.5%

岡山県, 

12.5%

国,

20.0%

調整交付金, 

5.0%

第１号

被保険者,

23.0%

第２号

被保険者, 

27.0%
備前市, 

12.5%

岡山県, 

17.5%

国,

15.0%

調整交付金, 

5.0%

第１号

被保険者,

23.0%

第２号

被保険者, 

27.0%
備前市, 

12.5%

岡山県, 

12.5%

国,

20.0%

調整交付金, 

5.0%

■施設サービス給付費 ■施設サービス以外の給付費 

■介護予防・日常生活支援総合事業 ■包括的支援事業・任意事業 
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（２）第８期計画における介護保険料 

①第１号被保険者負担分相当額の算定手順 

推計人口を基に要支援・要介護認定者数を推計し、サービスの利用者数を基本に各サービス

の給付見込額を算出します。 

この総給付費に特定入所者介護サービス費等給付費※、高額介護サービス等給付費※、高額医

療合算介護サービス費※等給付費、算定対象審査支払手数料※を合算したものが標準給付費見込

み額となります。 

 

さらに、地域支援事業費を加えた額の 23％が第１号被保険者負担分相当額となります。 

 

図表 第１号被保険者負担分相当額の算定手順 

 

  

 

 

 

 

  

将来推計人口を基に 

要支援・要介護認定者数の推計 

各サービスの給付見込み額の算出 

=総給付費 

標準給付費見込み額 

各サービス利用者数の推計 

 特定入所者介護サービス費等給付費 

 高額介護サービス等給付費 

 高額医療合算介護サービス費等給付費 

 算定対象審査支払手数料 

地域支援事業費見込み額 

第１号被保険者負担分相当額 

×23％ 
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②保険料基準額（月額）の算定手順 

保険料基準額（月額）は、第１号被保険者負担分相当額に、本来の交付割合による調整交付金

相当額と実際に交付が見込まれる調整交付金見込額の差を加算し、介護給付費準備基金取崩額、

保険者機能強化推進交付金※等の見込み額を差し引きます。 

この保険料収納必要額を予定保険料収納率と被保険者数、月数で割ったものが第１号被保険

者の保険料基準額（月額）となります。 

 

図表 保険料基準額（月額） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第１号被保険者負担分相当額 

 調整交付金（相当額－見込額） 

 介護給付費準備基金取崩額 

 保険者機能強化推進交付金等の見込み額 

保険料収納必要額 

 予定保険料収納率（98.5％） 

 第１号被保険者数 

（所得段階別加入割合補正後38,288人） 

 月数（12） 

保険料基準額（月額） 

5,600円 
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図表 保険料基準額（月額）の算定（内訳） 

 

 

  

保険料（年額）=I÷J÷C

保険料（月額）=年額÷12

63,500,000

5,600

98.5%

2,534,261,057

12,651

4,036,491,479

191,797,155

781,829,000

42,000,000

113,923,155

77,874,000

972,506,386

207,520,732

11,701,024,320

559,531,599

332,219,599

227,312,000

3,900,007,375

186,475,057

110,921,057

75,554,000

939,890,959

200,546,422

円

人

円

256,699,000

円

円

12,870

3,764,525,466

181,259,387

107,375,387

73,884,000

907,530,516

円

円

％

円

円

円

円

保険料収納必要額(I)=D+E-F-G-H

予定保険料収納率（J）

介護予防・日常生活支援総合
事業費(ア)

包括的支援事業・任意事業(イ)

第1号被保険者負担分相当額
(D)=(A+B)×23％

調整交付金相当額
(E)=(A+ア)×5％

調整交付金見込額(F)

第８期

第1号被保険者数

項目 単位

標準給付費見込額(A)

人 12,987 12,882 12,766

令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計

38,635

12,767 38,288
所得段階別加入割合補正後
被保険者数(C)

67,200

保険料基準額

193,595,043

252,448,000 272,682,000

2,819,927,861

601,662,196

円

円

保険者機能強化推進交付金等の交
付見込額(G)

介護給付費準備基金取崩額(H)

地域支援事業費(B)＝(ア)+(イ)
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③保険料段階設定 

介護保険料は被保険者の収入・所得状況と世帯状況による段階制を採用しています。本市で

は、10 段階を採用し、被保険者の負担能力に応じたきめ細やかな保険料設定とします。 

 

④第１号被保険者介護保険料 

令和３年度から令和５年度までの３年間における、第１号被保険者の保険料は下表のように

なります。 

 

図表 第８期計画期間の第１号被保険者介護保険料月額 

所得段階 対象者 負担割合 保険料 年額 

第１段階 

生活保護受給者 
基準額× 

0.30

（0.50） 

20,160 円 

（33,600 円） 

市民税非

課税世帯 

 老齢福祉年金受給者 

 合計所得金額と課税年金収入額

の合計が 80 万円以下の人 

第２段階 

合計所得金額と課税年金収入額の合

計が 80 万円を超え 120 万円以下の

人 

基準額×

0.50 

（0.70） 

33,600 円 

（47,040 円） 

第３段階 
合計所得金額と課税年金収入額の合

計が 120 万円を超える人 

基準額×

0.70 

（0.75） 

47,040 円 

（50,400 円） 

第４段階 
市民税課

税世帯で

本人非課

税 

合計所得金額と課税年金収入額の合

計が 80 万円以下の人 

基準額×

0.90 
60,480 円 

第５段階 

（基準段階） 

合計所得金額と課税年金収入額の合

計が 80 万円を超える人 
基準額 67,200 円 

第６段階 

市民税本

人課税 

合計所得金額が 120 万円未満の人 
基準額×

1.20 
80,640 円 

第７段階 
合計所得金額が120万円以上210万

円未満の人 

基準額×

1.30 
87,370 円 

第８段階 
合計所得金額が210万円以上320万

円未満の人 

基準額×

1.50 
100,810 円 

第９段階 
合計所得金額が320万円以上400万

円未満の人 

基準額×

1.70 
114,250 円 

第 10 段階 合計所得金額が 400 万円以上の人 
基準額×

1.90 
127,690 円 

 ※第１段階から第 3 段階までの負担割合は公費投入によって「（ ）」の数値から保険料負担割合の

軽減が図られています。 
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第６章 計画の推進 

１ 計画の推進主体 

（１）市の役割 

市は、高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の各事業を通じて、高齢者の保健・福祉・医

療・介護等の施策の総合的な推進を図るとともに、サービスを円滑かつ適正に提供できるようサ

ービス基盤の整備・充実、人材の確保及び質的向上等に取り組みます。 

また、保健・福祉や介護保険制度に関する情報提供、相談体制の整備、地域ボランティア活動の

促進に取り組んでいきます。 

地域支援事業を充実し、地域の実情を踏まえながら、在宅医療・介護連携、認知症、生活支援施

策に関しての事業を展開します。 

さらに、地域の医療、介護、福祉の専門職による地域ケア個別会議や在宅医療・介護連携推進協

議会の議論を通じて、地域の課題を明確にし、施策へ反映します。 

 

（２）地域・団体の役割 

高齢者が住み慣れた地域で、安心して暮らすためには、自治会、民生委員・児童委員、老人クラ

ブ等地域の支援者・団体が相互に協力し連携することが必要です。また、支援を必要とする高齢者

が地域で自立した生活を送れるよう相談・支援の充実、ボランティアによる生活支援サービスの

提供、地域による見守りの促進など、ＮＰＯ※や住民主体の支え合い・支援活動ができる仕組みづ

くりを進めることが大切です。 

 

（３）事業者の役割 

保健・福祉・医療及び介護サービスに関わる事業者は、高齢者のニーズに応じた適正なサービス

を提供する必要があります。事業者の方々は、地域の高齢者にとって日常生活を送るために欠か

すことのできないエッセンシャルワーカー※であるという認識に立って事業を展開することが重

要です。また、事業者相互の連携を進め、サービス提供に関わる問題・課題の解決とサービスの質

的向上を図ることが求められています。 
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２ 計画の推進体制 

本計画は、次のような体制により円滑かつ着実に推進します。 

 

（１）計画の進行管理 

ＰＤＣＡサイクルの考えに基づき、毎年度、各事業の進捗状況により、事業や施策展開の重要度

や成果の達成状況について点検や評価を行い、適宜改善をしながら、より効果的な計画となるよう

に努めていきます。 

 

図表 ＰＤＣＡサイクルに基づく計画の推進 

 

 

（２）全庁的な施策の推進 

本計画の推進にあたっては、高齢者福祉の向上と介護保険事業の円滑な実施と併せて、地域包

括ケアシステムの充実を図るため、全庁的かつ分野横断的に連携し、関連する施策担当課と各施

策の整合を図り、効率的・効果的に推進します。 

  

現状の課題を元に計画を策定する

計画の策定
（ＰＬＡＮ）

計画に沿って取組を実施する

計画の実施
（ＤＯ）

実施された取組の効果を計る

計画の評価
（ＣＨＥＣＫ）

評価結果を元に、
更なる取組の改善を図る

計画の改善
（ＡＣＴＩＯＮ）
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（３）関係機関等との連携 

地域包括ケアシステムは、行政だけでなく、地域の住民、介護従業者、介護サービス事業者、医

師会、社会福祉協議会、民間企業、ＮＰＯ等、地域の諸団体により支えられるものです。計画の積

極的な推進を図るため、各種機関・団体と様々な経路や手法により連携を維持・強化します。 

また、民生委員・児童委員やボランティアグループ等の地域団体との協力関係を引き続き推進

するとともに、その地域の現状や特性、地域が目指す方向やそのための取組に対する理解を関係

者間で共有し、関係者による多様かつ積極的な取組を展開するよう地域における様々な担い手が

参加する会議などで情報共有や連携を進めます。 

 

（４）住民への周知 

広報や市ホームページなどを活用した情報発信に加えて、社会福祉協議会、地域包括支援セン

ター、民生委員・児童委員のほか、様々な関係団体や関係者を通じて、広く住民に高齢者福祉や介

護保険制度に係る情報提供を行います。 

 

 

３ 成果目標 

第７期から介護保険事業計画において、自立支援・重度化防止、介護給付等に要する費用の適正

化等に関する取組及びその目標を定めることとされました。これらの取組と目標の実施状況及び達

成状況に関する調査及び分析を行い、評価結果を公表するよう努めることとなりました。 

また、第８期計画からは、介護サービスの対象となる「生活機能」の低下した高齢者に対して、

医療と介護が連携を図りつつ、リハビリテーションの目標を設定し、地域でリハビリテーションを

推進することが重要とされています。 

そのため、第８期計画においては、基本目標ごとに以下の取組と目標を設定し、これらを推進し

ていくことで、基本理念である「ずっと生き粋（いきいき） 安心して暮らせるまち びぜん」の

実現に向けて計画を着実に推進します。 
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図表 本計画の成果目標 

 
基準値 第８期計画値 

R２ R３ R４ R５ 

基本目標１ 総合的な健康づくりと介護予防の推進 

 ①要介護認定者数に対する 

通所リハビリテーションサービスの利用率 
14.5％ 15.0% 15.5% 16.0％ 

②通いの場 

通いの場の数 142 箇所 145 箇所 150 箇所 155 箇所 

週１回以上、実施する数 42 箇所 53 箇所 56 箇所 60 箇所 

週１回以上の参加率 6.2％ 6.4％ 6.6％ 6.8％ 

月１回以上の参加率 16.9％ 17.2％ 17.4％ 17.6％ 

基本目標２ 自立を支える福祉サービスの充実 

 
③あんしん電話 

システム設置台数 

南圏域 89 台 95 台 100 台 100 台 

東圏域 30 台 25 台 20 台 20 台 

北圏域 30 台 25 台 20 台 20 台 

基本目標３ 安心して暮らせるまちづくり 

 ④認知症サポーター養成数 4,300 人 4,360 人 4,420 人 4,500 人 

⑤認知症カフェ数 ４箇所 ５箇所 ５箇所 ６箇所 

⑥見守りネットワーク登録数 55 者 58 者 61 者 64 者 

⑦福祉避難所（高齢者対象施設）に 

指定されている介護老人福祉施設数 
７箇所※ ８箇所 ８箇所 ８箇所 

⑧危機管理部局と関係機関と連携して、介護事業 

所と定期的に災害に関する必要な訓練を実施 
― 年１回以上 年１回以上 年１回以上 

⑨地域ケア会議の 

充実 

地域ケア個別会議開催数 22 回 24 回 24 回 24 回 

個別事例検討件数 60 件 68 件 70 件 72 件 

地域ケア会議 

（日常生活圏域レベル） 
０回 １回 １回 １回 

地域ケア会議（市レベル） １回 １回 １回 １回 

基本目標４ 介護保険サービスの充実と円滑な運営 

 ⑩要介護認定の 

適正化 

点検 全件 全件 全件 全件 

比較分析 ― 年 1 回 年 1 回 年 1 回 

⑪ケアプラン点検 45 件 50 件 50 件 50 件 

⑫介護給付費通知 全件 全件 全件 全件 

※R２時点７箇所（大ケ池荘、備前多聞荘、蕃山荘、深谷荘、あおさぎ、亀楽荘、紅葉川荘）その他、福祉避難所とし

て老人保健施設２箇所（備前さつき苑、閑谷苑）の指定があります。 

※上記の成果目標と、国の示す目標設定との関連 

（①はリハビリテーション指標、②③④⑤⑥⑨は自立支援、介護予防又は重度化防止に関する取組、⑩⑪⑫は介護給付

等に要する費用の適正化、⑦⑧は市の独自目標） 
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資料編 

１ 策定経過 

 

項目 年月日 主な内容 

第１回 

備前市介護保険事業計画等策

定委員会（書面開催） 

令和２年３月 17日～ 

令和２年３月 25日 
・第 7期計画の事業実績報告 

第２回 

備前市介護保険事業計画等策

定委員会 

令和２年７月 30日 

・委嘱辞令交付 

・市長から諮問付託 

・第 8期介護保険事業計画の

考え方 

・アンケート調査報告 

・高齢者の現状と課題 

第３回 

備前市介護保険事業計画等策

定委員会 

令和２年 10月 22日 

・計画の基本理念と基本目標 

・施策の展開 

・介護保険サービスの事業量

の推移 

第４回 

備前市介護保険事業計画等策

定委員会 

令和２年12月17日 

・介護保険サービスの事業量

の見込み 

・備前市高齢者保健福祉計

画・第８期介護保険事業計

画（素案）提示 

パブリックコメント 
令和３年１月４日～ 

令和３年２月１日 

・備前市ホームページ、介護

福祉課、日生・吉永総合支

所 

第５回 

備前市介護保険事業計画等策

定委員会 

令和３年２月 16日 

・備前市高齢者保健福祉計

画・第 8 期介護保険事業計

画（素案）の追加と修正等 

市長への答申 令和３年２月２４日 

・備前市高齢者保健福祉計

画・第８期介護保険事業計

画（原案）提示 

 

  



84 

２ 備前市介護保険事業計画等策定委員会設置条例 

平成 21 年 3月 19 日 

条例第 30 号 

(目的及び設置) 

第 1 条 介護保険事業計画及び老人保健福祉計画の策定に当たり、保健、医療及び福祉の関係者を

はじめ、市民の幅広い意見を計画作りに反映させることを目的として、備前市介護保険事業計画

等策定委員会(以下「委員会」という。)を置く。 

(所掌事項) 

第 2 条 委員会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を審議し、その結果を市長に答申する。 

(1) 介護保険事業計画の策定に関すること。 

(2) 老人保健福祉計画の策定に関すること。 

(3) 前 2 号に掲げるもののほか、介護保険事業計画及び老人保健福祉計画の策定に必要な事項 

(組織及び委員) 

第 3 条 委員会は、委員 15 人以内で組織し、委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又

は任命する。 

(1) 保健、医療及び福祉の関係者及び関係団体の代表者 

(2) 介護保険被保険者 

(3) 関係行政機関等の職員 

(4) 市職員 

(5) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

2 委員の任期は、3 年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生じた場合における補欠の委員の

任期は、前任者の残任期間とする。 

(委員長及び副委員長) 

第 4 条 委員会に委員長及び副委員長各 1 人を置き、委員の互選により定める。 

2 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

3 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第 5 条 委員会の会議は、委員長が必要に応じて招集し、委員長が議長となる。 

2 委員会は、委員の半数以上の者が出席しなければ、会議を開くことができない。 

3 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

(委任) 

第 6 条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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３ 備前市介護保険事業計画等策定委員会委員名簿 

 

（敬称略） 

区分 所   属 職 名 氏   名 

委員長 市社会福祉協議会 事務局長 下野 政嗣 

副委員長 市栄養委員会 会長 竹本 美知子 

委員 川崎医療福祉大学医療福祉学部 教授 竹中 麻由美 

委員 和気医師会 会長 萩原 秀紀 

委員 和気歯科医師会 代表 上田 美和 

委員 
介護施設等代表 

（特別養護老人ホーム あおさぎ） 
施設長 佐藤 弘道 

委員 市社会福祉事業団 事務局長 松本 好章 

委員 市民生委員児童委員協議会 会長 西﨑 京子 

委員 市老人クラブ連合会 副会長 杉山 玄意 

委員 市自治会連絡協議会 会長 川平 章 

委員 被保険者代表  玉野 直美 

委員 被保険者代表  小坂 郁子 

委員 被保険者代表  延本 安子 

委員 県東備地域保健課 課長 井上 博子 

委員 市保健福祉部 部長 眞野 なぎさ 
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４ 用語解説 

 

 用語 解説 

あ行 ＩＣＴ（アイシーテ

ィー） 

Information and Communication Technology の略で情報通

信技術のことを指します。従来使われていた IT（Information 

Technology）に替わって、通信ネットワークによって情報が流通

することの重要性を意識して使用されています。 

アセスメント 事前評価、初期評価。介護サービス利用者等の身体機能や環境な

どを事前に把握、評価することで、ケアプランの作成等、今後のケ

アに必要な見通しを立てるために必要な評価のことをいいます。 

エッセンシャルワ

ーカー 

人が社会生活を送るうえで必要不可欠なライフラインを維持する

仕事の従事者をいいます。具体的には、医療福祉関係、保安関係、

運輸交通関係、小売、販売業、教育、保育関係、公共インフラ関係

などを指します。 

ＮＰＯ（エヌピーオ

ー） 

民間非営利組織。「ノンプロフィット・オーガニゼーション

（nonprofit organization）」の略。福祉、環境、文化・芸術等の

あらゆる分野における営利を目的としない民間の市民活動団体の

ことをいいます。一定の要件を満たし、国や県の認証を受けて法

人格を取得し活動している「特定非営利活動法人（NPO 法人）」

もあります。 

か行 介護給付 介護保険の保険給付のうち、「要介護」に認定された被保険者への

介護保険の保険給付を指します。介護給付の内容は、居宅サービ

ス、施設サービス及び地域密着型サービスに大別されます。 

介護支援専門員（ケ

アマネジャー） 

要介護者等からの相談に応じて、その人の心身の状況に応じて適

切な介護サービスを利用できるよう市町村、サービス提供事業者

等との連絡調整を行う職種で、要介護者等が自立した日常生活を

営むのに必要な援助に関する専門的知識、技術を有する人のこと

をいいます。 

介護報酬 介護保険制度で、介護サービス事業者や施設が、利用者にサービ

スを提供した場合、その対価として事業者に支払われる報酬を指

します。 

介護保険施設 介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設及び

介護医療院のことをいいます。 
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 用語 解説 

介護保険制度 市町村を保険者とし、40 歳以上の人を被保険者として、介護を必

要とする状態となった場合、被保険者の選択に基づき、保健医療

サービス及び福祉サービスを多様な事業所・施設から提供します。 

制度の運営に必要な費用は、被保険者の支払う保険料や公費等に

よってまかなわれており、社会全体で高齢者の介護を支える仕組

みとなっています。 

介護予防 可能な限り介護を必要とする状態にならないような健康で生きが

いのある自立した生活を送ること、また、要介護状態を悪化させ

ないようにすることをいいます。 

ＱＯＬ 生活の質。「クオリティ・オブ・ライフ（quality of life）」の略。

どれだけ人間らしい生活や自分らしい生活を送り、人生に幸福を

見出しているか、ということを尺度としてとらえる概念です。 

居宅（介護予防）サ

ービス 

要介護・要支援認定を受けた人が利用する在宅での介護保険サー

ビスのことをいいます。要介護者に対するサービスは居宅サービ

ス、要支援者に対するサービスは介護予防サービスに分類されま

す。 

ケアマネジメント 要介護者等に対して、地域の様々な社会資源を活用したケアプラ

ンを作成し、適切なサービスを行う手法のことをいいます。 

ケアプラン 要介護者等が、介護サービスを適切に利用できるように、心身の

状況、生活環境、サービス利用の意向等を勘案して、サービスの種

類、内容、時間及び事業者を定めた計画のことをいいます。 

権利擁護 意思能力が十分でない高齢者や障がいのある人が、人として生ま

れながら持っている権利が保全され、社会生活が営めるように意

思能力に応じて、社会制度、組織（システム）、専門家等によって

擁護をすることなどです。 

高額医療合算介護サ

ービス費 

介護保険でサービスを利用した自己負担額が月額の限度額を超え

た場合、限度額を超えた額が高額介護（介護予防）サービス費とし

て、同じく医療費が高額になった際にも限度額を超えた額が高額

療養費として支給されています。更なる自己負担額の軽減のため

に、同じ世帯で医療費と介護サービス費の合算した額が限度額を

超えた場合、超えた額が払い戻される制度です。 

高額介護サービス費 介護保険でサービスを利用した自己負担額が月額の限度額を超え

た場合、超えた額が払い戻される制度です。 

高齢化率 国連は 65 歳以上を高齢者としていますが、高齢化率は、65 歳以

上の高齢者人口が総人口に占める割合をいいます。 

高齢者虐待 高齢者虐待防止法では、家族等の養護者（介護者）または養介護施

設従事者などによる「身体的虐待」「介護・世話の放棄、放任」「心

理的虐待」「性的虐待」「経済的虐待」と定義されています。 
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 用語 解説 

さ行 在宅医療 医師、歯科医師、看護師、薬剤師、リハビリテーション専門職等の

医療関係者が、往診及び定期的に通院困難な患者の自宅や老人施

設などを訪問して提供する医療行為の総称です。 

サービス付き高齢者

向け住宅 

バリアフリー構造等を有し、入居者の安否確認やさまざまな生活

支援サービスを提供する高齢者向けの民間賃貸住宅です。 

事業対象者 25 項目の質問で構成され「生活機能全般」「運動機能」「栄養状態」

「口腔機能」「閉じこもり」「認知症」「うつ」のリスクを判定する

ための基本チェックリストを実施し、対象者と判定された方にな

ります。 

施設サービス 介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設及び

介護医療院の施設に入所することで受けられるサービスのことを

いいます。 

社会福祉協議会 地域住民及び社会福祉・保健衛生・その他生活の改善向上に関連

のある公私関係者の参加・協力により、地域福祉を推進するため、

社会福祉法に基づき設置されている組織のことで、市町村、都道

府県及び中央（全国社会福祉協議会）の各段階に組織されていま

す。 

重層的支援体制 各自治体が創意工夫を持って、①相談支援、②参加支援、③地域づ

くりに向けた支援を一体的に実施し、複雑化・複合化した住民の

地域課題を支援するための体制となります。 

就労的活動支援コー

ディネーター 

就労的活動の場を提供できる民間企業・団体等と就労的活動の取

組を実施したい事業者等とをマッチングし、高齢者個人の特性や

希望に合った活動をコーディネートすることにより、役割がある

形での高齢者の社会参加等を促進する役割を担う方のことです。 

シルバー人材センタ

ー 

定年退職後等の高齢者に対して、地域社会で日常生活に密着した

臨時的、短期的な仕事を確保し、これらを提供することにより高

齢者の就労機会の拡大を図り、併せて活力ある地域社会づくりに

寄与することを目的とした団体のことをいいます。 

シルバーハウジング バリアフリー化した公的賃貸住宅のことをいいます。生活援助員

（ライフサポートアドバイザー）を配置し、生活指導・相談、安否

確認、緊急時対応等を行います。 

審査支払手数料 都道府県の国民健康保険団体連合会が行う、介護報酬の請求審査・

支払行為に対して、保険者（市町村）が当該連合会に支払う対価を

いいます。 
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 用語 解説 

生活支援コーディネ

ーター 

高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進する上で、

地域において、生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に

向けたコーディネート機能（主に資源開発やネットワーク構築の

機能）を果たす人材のことです。特定の資格要件はありませんが、

地域における助け合いや生活支援・介護予防サービスの提供実績

のある人、または中間支援を行う団体等であって、地域でコーデ

ィネート機能を適切に担うことができる人が担うこととされてい

ます。 

生活習慣病 食生活や運動、休養、喫煙、飲酒などの生活習慣が、その発症や進

行に大きく関与する慢性の病気のこと（がん、脳血管疾患、心疾患

等）で、従来は加齢に着目して行政用語として用いられてきた「成

人病」を、生活習慣という要素に着目してとらえ直し、「生活習慣

病」という呼称を用いるようになったものです。成人病対策が二

次予防といわれる早期発見・早期治療を重視したのに対して、生

活習慣病対策は若年からの生活習慣改善のための動機づけや自発

的な取組の一次予防を重視したものになっています。 

成年後見制度 成年後見制度とは、認知症や知的障がい、精神障がいなどにより

判断能力が低下した人の権利を擁護するための制度で、この制度

の利用が有効と認められるにもかかわらず、身寄りのないことや

費用負担が困難なことなどから利用が進まないといった事態にな

らないために、市長申立てにより後見等開始の審判請求を行った

り、同制度の申立てに要する経費の一部について助成し、利用を

支援する事業のことをいいます。 

総合事業 総合事業（介護保険法では、「介護予防・日常生活支援総合事業」

として定められています。）は、市町村が中心となって、地域の実

情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充

実することで、地域の支え合い体制づくりを推進し、要支援者等

の方に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目指

すものです。 

た行 第１号被保険者 介護保険被保険者のうち 65 歳以上の人。40 歳～64 歳で医療保

険に加入し、かつ特定疾病に認定されている人は第 2 号被保険者

となります。 

ダブルケア 子育てと親などの介護や世話を同時に行う必要がある状況をいい

ます。 

団塊の世代 戦後の主に 1947 年（昭和 22 年）～1949 年（昭和 24 年）生

まれの世代のことで、この世代の出生数・出生率は以後のどの世

代よりも高くなっています。 
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 用語 解説 

地域ケア会議 高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の整備

とを同時に進めていく、地域包括ケアシステムの実現に向けた手

法です。具体的には、地域包括支援センター等が主催し、下記の掲

げることなどを検討する会議です。 

・医療、介護等の多職種が協働して高齢者の個別課題の解決を図

るとともに、介護支援専門員の自立支援に資するケアマネジメン

トの実践力を高める。 

・個別ケースの課題分析等を積み重ねることにより、地域に共通

した課題を明確化する。 

・共有された地域課題の解決に必要な資源開発や地域づくり、更

には介護保険事業計画への反映などの政策形成につなげる。 

地域支援事業 要介護・要支援状態になることを予防するとともに、要介護・要支

援状態となった場合においても、可能な限り地域において自立し

た日常生活を継続できるよう介護予防及び地域における包括的・

継続的な支援をすることを目的として、平成 18 年度に開始され

た事業のことをいいます。事業としては「介護予防・日常生活支援

総合事業」「包括的支援事業」と、保険者（市町村）が地域の実情

により行う「任意事業」で構成されます。 

地域包括支援センタ

ー 

地域住民の心身の健康維持や生活の安定、保健・福祉・医療の向

上、財産管理、虐待防止など様々な課題に対して、保健師・社会福

祉士・主任介護支援専門員が中心となって、地域における総合的

なマネジメントを担い、課題解決に向けた取組を実践していくこ

とをその主な業務としています。 

地域密着型サービス 住み慣れた地域で暮らし続けられるように、身近な市町村で提供

されるサービス。サービスの基盤整備は市町村単位で行われ、当

該市町村に居住する住民のみが利用可能となります。 

地域リハビリテーシ

ョン 

障がいのある方々や高齢者とその家族が、住み慣れた地域で、い

つまでも、その人らしく生活できるよう、保健 ・医療・福祉・介

護及び地域住民を含め生活に関わるあらゆる関係者がリハビリテ

ーションの立場から協力し合って行う活動をいいます。 

チームオレンジ 地域において把握した認知症の方の悩みや家族の身近な生活支援

ニーズ等と認知症サポーターを中心とした支援者をつなぎ、認知

症になっても安心して暮らし続けられる地域づくりの活動をいい

ます。 
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 用語 解説 

特定入所者介護サー

ビス費等給付費 

居住費・滞在費と食費を保険給付の対象外とする施設給付の見直

しに伴い、施設を利用している低所得者の負担軽減を図るため、

平成 18 年度に創設された制度。居住費・滞在費と食費について、

所得に応じた負担限度額を定め、限度額を超えた額について介護

保険から補足的に給付する費用のことです。 

な行 日常生活圏域 市町村の住民が日常生活を営んでいる地域として地理的条件、人

口、交通事情その他社会的条件、介護給付対象サービスを提供す

るための施設の整備その他の条件を総合的に勘案して定める区域

のことをいいます。 

認知症 個人のそれまでに発達した知能が、脳の後天的障がいにより持続

的かつ比較的短期間のうちに低下し、日常生活に支障をきたすよ

うになることです。 

認知症カフェ 認知症の人と家族、地域住民、専門職等の誰もが参加でき、集う場

のことです。 

認知症サポーター 「認知症サポーター養成講座」を受講し、認知症について正しい

知識を持ち、認知症の人や家族を温かく見守り、支援する人（サポ

ーター）です。 

認知症施策推進大綱 認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活

を過ごせる社会を目指し認知症の人や家族の視点を重視しながら

｢共生｣と｢予防｣を車の両輪として施策を推進するという方針を定

めたものです。 

認知症地域支援推進

員 

医療機関や介護サービス及び地域の支援機関をつなぐコーディネ

ーターとして認知症の人やその家族を支援する相談業務等役割を

担います。当該推進員を中心として、医療と介護の連携強化や、地

域における支援体制の構築を図ります。 

認定率 高齢者に占める要介護・要支援認定者の割合。出現率ともいいま

す。介護保険の利用者と負担者の割合を示すので、この比率が高

いと保険料が高くなります。この比率が一定でも要介護度別の利

用分布、利用意向、施設・在宅サービスの利用比率の違いにより、

保険料は更に変わってきます。 

は行 バリアフリー ノーマライゼーションの考えに基づき、建築物や道路等において

高齢者や障がい者の利用に配慮された設計のことをいいます。具

体的には、車いすで通行可能な道路や廊下の幅の確保、段差の解

消、手すりや点字の案内板の設置等があります。 

備前市総合計画 備前市の市民と行政が協働して取り組む新しいまちづくりの指針

となる計画です。令和２年度に、第３次備前市総合計画を策定し

ました。 
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福祉サービス第三者

評価 

事業者の提供するサービスを、当事者（事業者及び利用者）以外の

第三者機関が評価することです。個々の事業者が事業運営におけ

る具体的な問題点を把握し、サービスの質の向上に結びつけると

ともに、利用者の適切なサービス選択に役立てることを目的とし

ています。 

この第三者評価に当たっては、倫理性・公平性・独立性が確保され

た第三者評価機関の育成確保が必要となります。 

フレイル 加齢に伴う筋力低下や低栄養などにより、心身の機能が低下し弱

った状態のこと。健康な状態と要介護状態の中間の意。 

保険者機能強化推進

交付金 

自治体への財政的インセンティブとして、市町村や都道府県の

様々な取組の達成状況を評価できるよう客観的な指標を設定し、

市町村や都道府県の高齢者の自立支援、重度化防止等に関する取

組を支援する交付金のことをいいます。 

ま行 民生委員・児童委員 民生委員法に基づき厚生労働大臣から委嘱され、社会福祉の増進

のために地域住民の生活状況を把握し、援助を必要とする人が福

祉サービスを適切に利用できるよう必要な情報提供や関係機関へ

の連絡等の支援を行うことを職務とする人のことをいいます。民

生委員は児童福祉法により児童委員を兼ねることになっていま

す。 

メタボリックシンド

ローム 

内臓脂肪型肥満の人が、「高血糖」「高血圧」「高脂血症」といった

動脈硬化の危険因子を併せ持っている状態のことをいいます。複

数が重なることによって動脈硬化を促進し、致命的な心筋梗塞や

脳梗塞などを引き起こしやすくなる状態です。 

や行 有料老人ホーム 高齢者が心身の健康を維持しながら生活できるように配慮された

「住まい」のことで、「介護付」「住宅型」「健康型」の 3 つのタイ

プがあり、提供されるサービスの内容が施設によりさまざまです。 

要介護・要支援認定 介護（予防）給付を受けようとする際に、被保険者が要介護・要支

援者に該当すること、及びその該当する要介護・要支援状態の区

分について受ける市町村の認定のことをいいます。 

養護老人ホーム 65 歳以上で、環境上の理由及び経済的理由により自宅において生

活することが困難な人が、市町村の措置により入所する施設のこ

とをいいます。 

予防給付 介護保険で要支援認定を受けた人に対する介護保険給付で、心身

の状態の維持または改善を目的として実施する介護サービスのこ

とをいいます。 
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ら行 療養病床 病院又は診療所の病床のうち、主として長期にわたり療養を必要

とする患者を対象とするものをいいます。 

療養病床には、医療保険で費用をまかなう「医療療養病床」と介護

保険で費用をまかなう「介護療養病床（介護療養型医療施設）」の

2 種類があります。 
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